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審  査   事   件   等  所 管 課  
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（所管事務調査） 

───────────────────────────────── 

 

－2－ 



   △開  会 

○委員長（佃 昌樹）ただいまから、昨日の委

員会に引き続き、企画経済委員会を開会します。

本日、商工振興課からということになりますので、

よろしく御審査をお願いしたいと思います。 

────────────── 

   △商工振興課の審査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、まず、商工振

興課の審査に入ります。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）一般会計予算について、

まず、部長の概要説明を求めます。 

○商工観光部長（末永隆光）おはようございま

す。商工観光部です。きょう一日よろしくお願い

いたします。 

 商工振興課関係の平成２５年度施策の概要につ

きまして、御説明申し上げます。 

 平成２５年度は、一つ目に、原発１・２号機の

長期運転停止及びＦＩＭ九州工場撤退に伴います

緊急経済対策、二つ目に、地域成長戦略に基づく

新産業育成、三つ目に、中小企業対策及び商店街

活性化対策、最後四つ目に、地域公共交通体系の

充実、これら４点を中心に各種の施策を展開して

まいりたいと考えております。 

 当初予算概要の９０ページをお開きください。 

 上段の緊急雇用対策事業から、下段の特別労働

相談会及び、ページは飛びますけれども、

９２ページ下段の提案公募型プレミアム事業補助

金から、９３ページ上段の商店街活性化事業支援

補助金までの五つの事業につきましては、原発

１・２号機の長期運転停止及びＦＩＭ九州工場撤

退に伴います緊急経済対策であります。 

 うち、今年度９月補正予算以外の新規事業は、

９０ページ中段のまちなかにぎわい支援事業であ

り、まちのにぎわいと流入人口増を図るため、中

心市街地において、「食」をテーマとした市を開

催するとともに、９３ページ上段の商店街活性化

事業支援補助金は、入来地域の活性化対策として、

商工会が取り組む商店街活性化計画策定の費用の

一部を補助するものであります。 

 いずれも、雇用対策や地域経済対策としての緊

急事業であり、今後の動向を注視しながら取り組

んでまいります。 

 次に、９１ページに返っていただきまして、中

段の中小企業対策利子補助金につきましては、本

市の地域経済の現状を勘案し、補助率１００％を

さらに１年延長いたします。また、下段にありま

す地域成長戦略対策利子補助金は、新規事業であ

り、食品、次世代エネルギーなど四つの成長戦略

ビジネスを支援するため、ただいま説明いたしま

した中小企業対策利子補助金と同様、３年間の支

払利子を１００％補助するものであります。 

 次に、９３ページ中段の商工業者店舗改装費補

助金は、新規事業であり、長引く不況やデフレ等

による商工業者への経済対策として、住宅リフ

ォーム補助と同様の内容になりますが、商工業者

が実施する店舗、事務所等の改装経費の一部を補

助するものであります。 

 次に、９４ページの中段、新産業創造事業補助

金は、企業立地促進条例の全面改正により制定す

る予定の、企業立地支援条例に基づく新規補助金

であり、中小企業の活性化や起業、これは「起こ

す起業」ですね。起業、転業等の創出を図るため、 

会社設立費や開発費などの経費を補助しようとす

るものであります。 

 先ほどの地域成長戦略対策利子補助もあわせま

して、企業育成の視点からベンチャー企業や今後

成長が期待できるビジネスを支援し、雇用創出に

つなげてまいりたいと考えているところでありま

す。 

 次に、同じページ下段のコミュニティバス運行

事業でありますが、昨年４月にスタートいたしま

した甑島地域コミュニティバスにつきましては、

利用実績を踏まえ、デマンド交通の導入や、条件

付運行を行うなど、一部見直しを行うとともに、

入来地域や東郷地域のデマンド交通について、利

便性や費用対効果などの検証を進めながら祁答院

地域及び樋脇地域における導入についても、今後

検討してまいりたいと考えております。 

 また、９５ページ中段の川内港シャトルバス運

行事業につきましては、新規事業であり、平成

２６年春の川内甑島航路開設に伴い就航する高速

船の発着に合わせ、航路利用者等の利便性の向上

を図るため、電気バスを導入し、運行しようとす

るものであります。 

 以上でございます。よろしく御審査賜りますよ
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うお願い申し上げます。  次に、事項「並行在来線鉄道対策事業費」でご

ざいますが、事業費は９０万円で、肥薩おれんじ

鉄道利用促進協議会負担金７５万９，０００円が

主なものでございます。 

○委員長（佃 昌樹）引き続き当局の補足説明

を求めます。 

○商工振興課長（宮里敏郎）おはようございま

す。  次が１７０ページになります。 

 それでは、当初予算について御説明申し上げま

す。 

 ７款１項２目商工振興費、事項商工振興費で、

事業費が１億９，９７４万３，０００円でござい

ます。商工業の振興に関する経費を計上したもの

で、主なものは、まず報償費におきましてＦＩＭ

撤退に伴う離職者への対策として特別労働相談会

を実施する予定であり、これに伴う社会保険労務

士の経費を計上しております。 

 まず、歳出について御説明をいたします。予算

調書で説明いたしますので、予算調書１６７ペー

ジをお開きください。 

 まず、５款１項１目労働諸費、事項労働者福祉

対策費は、事業費２，２８７万２，０００円で、

雇用対策及び勤労者福祉対策に係る経費を計上し

たものでございます。 

 そのほか、主なものでございますが、中小企業

対策利子補助金１億９００万円でございますけれ

ども、これは県の制度資金等を利用する中小企業

者に対し、引き続き２５年中の融資額、限度額

１ ， ０ ０ ０ 万 円 で ご ざ い ま す け れ ど も 、

１，０００万円までの利子を３年間１００％補助

するというものでございます。 

 この中で、主な支出につきましては、ＦＩＭ、

富士通インテグレーテッドマイクロテクノロジー

でございますが、九州工場撤退に伴う緊急経済対

策といたしまして、市道の伐採等を行う緊急臨時

職員雇上料２，２３２万円を計上しているものが

主なものでございます。  商工会議所等指導事業補助金２，２００万円に

つきましては、川内商工会議所及び薩摩川内市商

工会の企業育成指導事業等に対する運営補助金で

あります。提案公募型プレミアム事業補助金

１，５００万円につきましては、川内原発１・

２号機停止に伴う緊急経済対策事業といたしまし

て平成２４年度に引き続き実施をするものでござ

います。 

 次に、事項勤労者福祉施設管理費は、事業費

１，９４０万１，０００円で、勤労者のための福

祉施設である勤労青少年ホーム、東郷共同福祉施

設、入来勤労者技術研修館の管理・運営費を計上

したものでございます。 

 予算調書の１６８ページになります。 

 事項緊急雇用創出事業臨時特例基金事業でござ

いますが、事業費が７０２万１，０００円で、中

心市街地における、まちなかにぎわい支援事業の

委託料を計上しております。この事業は、川内商

工会議所に委託予定でございまして、年６回程度

中心市街地において食をテーマにしたイベントを

開催してもらい、交流人口の増と中心市街地活性

化を目指すものでございます。 

 また、備考の一番最後のところに、「外８件の

補助金」というふうに記載しておりますけれども、

この主なものは、太平橋通り振興組合が対象にな

っております商店街アーケードの施設維持管理費

補助金２８万２，０００円、それから、神田通り

のほうが対象になりますアーケード改修補助金が

６６万２，０００円、中小企業災害復旧資金利子

補助が２０万円、創業チャレンジ支援事業補助金

が２４０万円、緊急保証制度保証料補助金が

４００万円、中小企業元気づくり補助で２００万

円等でございます。 

 次に、７款１項１目商工総務費、事項商工総務

費で、事業費は３億１，６００万８，０００円で

ございます。この主なものは、商工観光部内の職

員３８名に係る人件費でございます。 

 次のページ、１６９ページになります。  では、この事項におけます新規の補助金につい

て説明をさせていただきます。  事項在来線鉄道対策事業費は、事業費３５万

７，０００円でございます。平成２６年３月に九

州新幹線一部開業及び肥薩おれんじ鉄道開業

１０周年を迎えることから、記念式典等に関する

委託料を計上しているものが主なものでございま

す。 

 別途お配りしております企画経済委員会資料

（商工観光部）のほうをお開きください。 

 まず、その１ページでございます。 

 新産業創造事業補助金でございます。これにつ

きまして、予算額が２，８３０万円で、内容につ
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きましては、異業種事業への参入や起業、転業に

よる新規産業の創出及び雇用創出に取り組む事業

者を支援するために、各種コンサルタント料、

マーケティング調査費、あるいは会社設立に関す

る経費等を補助するものでございます。 

 なお、この補助金につきましては、後ほど企

業・港振興課の審査の中で御説明いたします「企

業立地支援方針」に基づく、起業、これは「起こ

す業」でございますが、これに対する新たな支援

補助でございますので、具体的な内容につきまし

ては、企業・港振興課の審査の中で御説明をさせ

ていただきたいと思います。 

 次に、商工業者店舗改装補助金でございます。

資料は次の２ページになります。商工業者店舗改

装補助金でございます。 

 予算額が１，０００万円でございます。この事

業の目的ですけれども、地域経済活性化のため、

既存の店舗、事務所、工場等の改装を行う市内の

中小企業者に対し補助を行うもので、これは新規

の補助金であります。 

 事業対象者につきましては、（２）のとおりで

ございまして、市内で生産、販売等を行っている

中小企業者で、対象店舗につきましては、（３）

のアからエに記載のとおりでございます。住宅部

分は除き、改装費用が２０万円以上の工事を対象

といたします。なお、備品類については、これは

対象外としております。補助率は１０分の２、上

限額は２０万円で、ここの部分については一般住

宅と同じ取り扱いとしております。 

 次に、地域成長戦略対策利子補助金でございま

す。資料は同じく２ページの中段以降になります。 

 予算額は２００万円で、本市の地域成長戦略分

野に取り組む中小企業者や新規起業者への支援を

図ることを目的として利子補助を行う者でござい

ます。 

 地域成長戦略分野の具体的な取り組みは（２）

のアからオに記載のとおりです。（２）のアから

オに記載のとおりでございます。 

 なお、今回対象とする資金でございますが、こ

れは、３ページの上段（３）の対象資金に記載の

とおりでございまして、日本政策金融公庫が取り

扱う新規企業育成貸付、企業活力強化貸付、環

境・エネルギー対策貸付、企業再生貸付、食品貸

付でございます。補助対象者につきましては、商

工会議所、商工会のあっせんを受け、この融資を

受けた中小企業者といたします。 

 対象期間については３年間で、補助率は融資額

の１，０００万円までの１００％といたしますが、

これは中小企業対策利子補助と同じ補助内容でご

ざいます。 

 次に４点目、商店街活性事業支援補助でござい

ます。資料は３ページの中段以降になります。 

 予算額は５０万円でございますが、ＦＩＭ九州

工場の撤退に伴う入来地域への景気対策といたし

まして、商工会が取り組む鹿児島県商店街活性化

事業計画策定を支援し、入来地域の活性化を図る

ことを目的とするものでございます。なお、薩摩

川内市商工会では入来地域の商店街活性化だけで

なくて、入来の温泉地域、あるいは伝建地域等を

含めた入来地域全体の計画策定を目指されている

ところでございます。 

 この事業の対象者は、薩摩川内市商工会で、補

助の上限額を５０万円とするものでございます。 

 また、このほか、資料に記載しておりませんけ

れども、これまで実施してきております空き店舗

改装費補助金、これは中心市街地以外での空き店

舗改装費補助金でございますが。これまでの改装

費補助を上限の５０万円ということだけで予算化

をさせていただきましたが、これに加えて、今回

より新規雇用に係る一時金として３０万円を補助

することで、この制度を拡充いたしております。

これについては済みません、資料に記載しており

ません。 

 では、予算調書の１７０ページに再度お戻りい

ただきたいと思います。 

 事項コミュニティバス等運行対策費でございま

すが、事業費が２億４０万４，０００円でござい

ます。主なものは、川内地域で運行しております、

くるくるバス、南部循環バス、北部循環バス、高

江・土川線、それから、支所地域で運行しており

ます、ゆうゆうバス、祁答院バスの運行業務委託、

東郷地域、入来地域のデマンド交通運行委託、そ

れから、市内横断シャトルバスの運行委託のほか、

ボンネットバスを活用した定期観光バスの運行委

託、さらに、甑島地域におけるコミュニティバス

運行委託料として、合計１億９，７４０万

１，０００円の委託料を計上したところでござい

ます。 

 また、市内の地域公共交通活性化のための協議

及び、川内駅西口に設置しておりますバス待合所
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の維持管理等を行うために、地域公共交通活性化

協議会への負担金１１８万６，０００円を計上し

ております。 

 では、このシャトルバス運行事業につきまして

の事業内容について御説明いたしますので、別途

配付しております企画経済委員会資料、商工観光

部版の４ページをお開きください。  さらに，平佐東地区コミュニティ協議会でモデ

ル事業として実施していただいております地区コ

ミ・デマンド運行モデル事業補助金として８６万

円を計上いたしております。 

 では、このシャトルバス運行事業の事業内容に

ついて、御説明いたします。まず、目的でござい

ますけれども、川内港シャトルバスは、平成

２６年春から就航予定の川内港発高速船の乗降客

の利便性を図るために、川内駅、それから川内港

待合所間に運行するものでございます。 

 次に、１７１ページになります。 

 事項中心市街地活性化事業費は、事業費

２，６２０万７，０００円で、これは中心市街地

の活性化に係る経費を計上しております。  運行ルート案でございますけれども、まず、①

といたしまして国道３号ルートを考えております。

これは高速船の乗降客を主な対象として運行し、

運行時間が約２５分、バス停は主要箇所のみとい

うことで、川内駅、川内山形屋前、大小路、上川

内駅などの主要箇所として、１日２往復を運行い

たします。また②といたしまして、県道京泊大小

路線のルートを、今、検討しておりますが、これ

はバスの効率的な活用を図るために、もともと従

来から地元の要望のあった地区をコミュニティバ

スとして運行するものでございまして、運行時間

は約３２分、バス停は現在運行しております路線

バスと同じバス停ということで想定しております。

１日２往復を運行予定でございます。 

 主なものでございますけれども、観光特産品館

きやんせふるさと館の管理業務委託費、中心市街

地の空き店舗を利用して、来街者の休憩や情報発

信を目的としたまちあいサロンの運営業務等の委

託費、それから、中心市街地テナントミックス支

援事業補助金９９８万３，０００円が主なもので

ございます。 

 以上が歳出についての説明でございます。 

 次に、歳入について主なものを説明いたします

ので、同じ予算調書の４２ページをお開きくださ

い。 

 では、歳入の主なものについて、御説明いたし

ます。 

 まず、１４款１項５目商工使用料７２１万

２，０００円でございますが、これは、商工振興

課所管に係る行政財産の使用料を、それぞれの条

例等に基づき計上したものでございます。 

 なお、このシャトルバスで使用するバスにつき

ましては、電気バスを予定しておりますが。市が

購入いたしまして運行事業者に無償貸し付けし、

運行していただくということにしております。 

 １６款２項１目の総務費補助金１，０００万円

でございますけれども、これは、甑島で運行して

いますコミュニティバスに対する県の地方公共交

通特別対策交付金でございます。 

 市が電気バスを導入するメリットにつきまして

は、先の一般質問等でも答弁したとおり、（３）

のアからエに記載のとおりでございますけれども、

導入にかかる経費につきましても、電気バスに対

する国の補助金、それから交付金を活用すること

から、結果的に少ない一般財源で導入ができるこ

となっております。 

 １６款２項１０目労働費補助金５，７４４万

２，０００円でございますが、これは緊急雇用創

出事業臨時特例基金事業補助金でございまして、

重点分野事業として庁内の各課が取り組みます

１０事業についての補助金を一括して商工振興課

で受け入れるものでございます。 

 ５ページ上段の（４）でございます。料金につ

いてですが、市内の他のコミュニティバスと同様

１００円、小学生以下、身体障害者手帳等の所有

者、あるいは運転免許証の自主返納者につきまし

ては、５０円とする予定でございます。 

 最後に、債務負担行為の設定について御説明い

たします。 

 予算に関する説明書の１６０ページになります。  最後に、今後のスケジュールでございますけれ

ども、今月２５日に開催いたします薩摩川内市地

域公共交通活性化協議会において、この事業計画

を審議、承認していただいた後に、６月までに運

行事業者を決定、また７月までには電気バス等の

 ちょうど中段あたりになりますけれども、事項

が、川内港シャトルバス運行事業でございます。 

 限度額が４，４９６万２，０００円で、期間が

平成２５年度から３０年度までとなっております。 
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納入事業者の公募、選定を行いたいと考えており

ます。最終的に、３月までにバスの導入等を行い

まして、来年春からの運行開始となる予定でござ

います。 

 本市で導入する予定のバスは、バッテリーの容

量が約１００キロワットのバッテリーなんですけ

れども、１回の充電で約１００キロは走れるとい

うことで、そういったことを聞いておりますので、

川内駅と川内港を往復することについては支障が

ないのかなというふうに思っているところです。 

 以上で説明を終わります。 

 なお、質疑に対する答弁の中で、数値的なもの

につきましては、課長代理、グループ長による答

弁につきまして、御了承いただきますようお願い

いたします。 

○委員（宮里兼実）きのうも一人乗り用のあれ

の軽自動車ですよね、あれ６０キロって言ってま

したけど、あれは平たんなところで試験交通で、

もうそれこそ上手にうまく乗って、それで、その

出たデータが６０キロだから６０キロって言うけ

れども、甑島あたりを走ったり、田舎道を走って

坂を上ったり下ったりしたら６０キロは走らんと

思うんです。 

 では、御審査方、よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（宮里兼実）代表質問でも、このシャト

ルバスについて質問しましたが、この５ページの

今後のスケジュールというので、運行事業者決定

とか、それで、６月、７月には納入事業者公募、

選定、それで、この前ちょっと時間がなくて、余

り質問できなかったんですが、徳之島を言いまし

たよね。だから、徳之島も環境省が試験的に１年

間、データを取るために徳之島に配置されて、そ

れでことしの３月いっぱいで徳之島に引き取れと

言うてるみたいですけれどもう町は引き取らない

と。それから、隣の天城町があとを引き取ろうか

という話だと、徳之島役場の人はおっしゃってた

んですよね。 

 だから、この徳之島のバスも、１６人乗りと言

ってましたから、港から空港まで約３０キロぐら

いあるんだけれども、結局それも、それこそ飛行

場の滑走路みたいに平たんなところじゃ、恐らく

ないと思うんですよね。 

 それで、車体が日野自動車の車体で、東京で改

造して、それで、それこそ空気抵抗あたりなんか

もいろいろ調査する計画で、空気抵抗も少なくし

ようというようなことで、いわゆるこっちの普通

のバスは、座席の窓があきますが、そのバスは、

それこそ飛行機の窓みたいなんです。それで、あ

け閉めができない窓らしいんです。そうすると、

島だから夏は暑いですが、夏は暑ければエアコン

を、がんがんたかんと、それこそ我慢できません。 

 それで、部長の答弁では、もう薩摩川内市で受

け入れるのは間違いのないようなことの答弁があ

りましたけれども、それは何の確証があって、あ

あいう答弁をされたのか、ちょっと教えてくださ

い。 

 そうすると、普通のこっちの自分たちの車でも

夏場のエアコンを使えば、速度も落ちたりバッテ

リーの消費量も多くなります。だから、夏場は飛

行場まで行く途中で充電器があって、お客さんを

乗せたまま、そこで１５分ぐらい充電をしてから

走らんと、飛行場までもたないと。だから本当に

苦労しますよと、故障すれば島では修理はできな

いし、東京から呼ばないかんと。それで３月を過

ぎても、うちのまちでは引き取れませんと。難儀

をしますよと言われたから、相当、川内に持って

くるバスは、それこそ自信があるバスなのかなと、

この前の部長の答弁では自信がありそうなことを

言ってましたけれども、だから、故障なく、ス

ムーズに走ればいいんですけど、平たんな道路ば

っかり走るわけじゃないですから、やっぱりちょ

っとこう、上がったり下がったりするわけですか

ら、坂を走ればアクセルを踏み込まないかんし、

○商工観光部長（末永隆光）本会議の答弁でも

申し上げましたとおり、ちょっと我々のほうも電

話で聞き取り調査をした中では、小型バスなんで

すけれども、今、実証実験で使われておりますの

は。バッテリーの容量がちょっと小さいために、

１回の充電で走る走行距離が３０キロ程度という

ふうに聞きました。しかし、島内を１周するには、

島内が大体５１キロあるというふうに聞きまして、

だから、その１回の充電では１周回り切れないと

いうようなことが非常に大きな問題になってると

いうことで、恐らく今、宮里委員がおっしゃった

ように、引き取らないと、これをもらっても活用

できないから引き取らないということになってい

るのではないかなと思います。 
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下りは放せばいいんだけど。 

 だから、そういうようなことで、ディーラーに

もいろいろ調べてくれと言うて、日野自動車なん

ですけど、今、電気だけの、バッテリーだけのそ

ういうテスト中であるけど市販はしてないと。だ

から、バス会社と、そのバッテリーが改造するか

ら、業者がおって、メーカーの車を買うて、それ

に改造して来るわけですから、まあもうちょっと

一時はどうなのかなと。余り先、先、いいと思っ

ていたって、これは本当に思ったとおりにはいか

ないなよと。船も間に合わんようになったよとい

うような事態が起こらんとも限らんわけですから。 

 これは国の補助で買うわけなんですけど、薩摩

川内のは心配する必要はないと、当局は思ってる

かもしれないけど、やはりもうちょっと、まだあ

んまりどこにも走っとらんような車を買うて、川

内には電気バスが走っとるって、それはまあ観光

にはなるかもしれないけど、やはりそういったこ

とを心配しておりますので、余計な心配かもしれ

ないけど、大丈夫ですと当局は思っておられるか

もしれないけど、そのときとまったんでは、あの

ときに宮里議員が言われたけど、本当に、これは

もう、後悔しないように助言をしておきます。 

○商工観光部長（末永隆光）済みません。いろ

いろトラックとかバスのことについては、お詳し

いので、多分御懸念のことで言われてると思いま

す。 

 本会議の答弁の中でもお答えしたんですけれど

も、電気バス本体そのもの、それから、充電設備

のことについては、公募要領・仕様書の中で、メ

ンテナンスについての納入業者、メーカーによる

支援のあり方をきちっと記載をしてまいりますし、

それから、納入後も十分な支援が受けられるよう

に覚書・協定等の締結も検討をしておりますので、

それと、さらに国土交通省の補助事業でもありま

すし、向野新エネルギー対策監もいろいろこのこ

とについて、我々にいろいろなアドバイスをいた

だいておりまして、１００キロというふうに最初、

説明したんですが、エアコンを運転してるときは、

それは６０キロまで短くなるということも聞いて

おりますので、そういうこともわかっております

ので、そういったものをきちっと検討しながら、

市としては初めての導入になるんですけれども、

いろいろ慎重にやっていきたいと考えております。 

○委員長（佃 昌樹）エアコンを使用したとき

は６０キロ、走行距離。 

○商工振興課長（宮里敏郎）走行距離の分で補

足で説明させていただくんですが、今、部長のほ

うからエアコン時で６０キロというのがあって、

先ほど川内港から川内駅まで運行すると説明いた

しましたが、川内駅から川内港までの距離が約

１５キロ、片道でございます。充電器の設置場所

については、これまだ確定しているわけではあり

ませんけれども、バス運行事業者の車庫内、もし

くは川内駅ということが想定されると思いますが、

いずれにしましても、往復で３０キロ、営業所等

に行くについてもプラス５キロぐらいということ

でございますから、十分その走行距離の可能な距

離範囲であると考えております。 

 それと、運行について、１日、先ほど２往復、

２往復で４往復運行すると言いましたけれども、

運行の待機の時間が十分１時間以上ありますので、

その時間に、また充電もできるということで、

我々としては十分可能な走行ができるんじゃない

かと、今、考えているところであります。 

○委員（宮里兼実）島の人は、２往復とかじゃ

なくして、もう常に走らせとってくれという要望

がありました。もうそのフェリーの発着だけじゃ

なくして。そういう島の人は要望がありました。

フェリーだけじゃなくして、今度はまた漁船で来

たり、やっぱりそういう人もおられると思うんで

す。またそこはこの、それこそ乗客の往来を見な

がら、またそういうのも考えとって、要望してお

きます。まず、そういう要請がありましたので。 

○委員長（佃 昌樹）要望であります。 

○委員（川畑善照）９０ページのまちなかにぎ

わい支援事業ですけれども、これは緊急雇用創出

事業臨時特例基金事業になってますけれども、こ

れ、臨時的だと思うんですが、年６回、一応、食

をテーマとした市を開くと。こういう中身をちょ

っとお聞きしたいことと、やはり、まちのにぎわ

い館も閉鎖し、いろいろスタンプシステムもなく

なり、どっちかというたら、今のまちづくり株式

会社薩摩川内が、ルーツをたどれば数年前に政府

の主導で、どっちかというたらＴＭＯ（タウンマ

ネジメントオーガナイゼーション）というＴＭＯ

ができて、それを会社にしたらということで会社

になったわけですが、どうも、きやんせふるさと

館が主体になってしまって、全体的にこの、その

ときできたいきさつというのは、郊外が固定資産
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税やら、あるいは土地代の問題で、郊外に大型店

が出てきて、コンビニエンスもどんどん出てきて、

町なかが全国的に疲弊したから、こういう制度が

取り入れられて、どうも目の向けどころが一方に

偏ってるという気がするわけです。 

 それともう一つ、なぜ今回、食に限ってのテー

マとしたかと申し上げますと、小売業については、

御存知のとおり大変厳しい状況でありまして、郊

外へ大型店舗等の進出等もありまして、なかなか

小売業での市というのは難しいと。しかしながら、

中心市街地におきまして、今でも飲食店の進出と

いうのは数多く見られる状況でございますので、

食の市というのが市民にニーズにとっても高いも

のがあるんじゃないかというふうに考えておりま

す。 

 ただ、この予算の中では、確かにいろんなこと

が計画されてるから、ありがたいんですが、やは

り今後のあり方として、この町なかのにぎわい、

システムづくりを本当は、その第三セクである会

社がやらなければならない、ルーツから行けば。

それがどうも偏ってきていると、一点に。そこの

ところをどういうお考えなのかと思うのと、今、

言ったこの市が、何年間の、もう全く１年間の

６回なのか、継続はもう無理ですよね、緊急対策

ですから。そういうところをちょっとお知らせく

ださい。 

 具体的には、地元の飲食店の参加、あるいは、

地区コミュニティ協議会、それから、食生活改善

グループ等にもお願いして、いろいろな御当地料

理等についての、コンテストまでは行かないでし

ょうけれども、そういう御当地料理の紹介も含め

た食の市、さらには、トラック市等についても取

り入れた形で、とにかく流入人口を、集客を図る

ようなイベントを定着させたいということでござ

います。 

○商工振興課長（宮里敏郎）では、まず御質問

の中で、まちなかにぎわい支援事業の概要につい

て御説明しますけれども、この事業につきまして

は、今、委員からあったとおり、緊急雇用創出事

業臨時特例基金事業の基金を活用して行う事業で

ございます。 

 それからもう一点、まちづくり会社についての

ことがございましたけれども、まちづくり会社の

設立の経緯については、今、川畑委員がおっしゃ

ったとおり、中心市街地の活性化を目的に、広域

性と企業性をあわせ持つ会社として設立がされま

した。 

 事業の目的につきましては、川内原子力発電所

の１・２号機停止、あるいは、誘致企業の撤退な

ど、景気低迷、あるいは流入人口の減少に伴い、

中心市街地の景気が低迷しているということで、

食をテーマにした定期的な市を開催することで、

にぎわいの創出や、あるいは来街者の流入増を図

りたいというものが、その目的でございます。 

 おっしゃるとおり、従来、本当なら、まちづく

り会社のほうがいろんな自主事業をやって、それ

で得た収益で、中心市街地活性化に関する事業を

やるというのが、究極の目的なんですけれども、

なかなかその事業まで行き着いていないというの

が現状でございます。 

 緊急雇用創出事業というので財源を使ってます

ので、とりあえず予定は１年だけということにな

っておりますが、これはあわせて、皆様方への

ニーズ調査等も行いたいというふうに考えており

ます。その中で、効果があらわれるようであれば、

また来年度以降の計画継続については、十分検討

していきたいというふうに考えております。 

 まちづくり会社が、今回ＦＭを立ち上げられま

したけれども、ＦＭを立ち上げて、最終的にその

出た利益が黒字になって使えるようであれば、そ

の収益の中でいろんな、また中心市街地商店街全

体に対する事業の新たな着手にもつなげていきた

いという思いは持ってらっしゃるようですけれど

も、現実として、まだ今の段階でそこまで行って

ないという状況でございます。 

 具体的な内容でございますけれども、これは年

６回ということで開催の予定でございますけれど

も、定期的な市として定着をさせたいという思い

がございます。場所としては、この市役所隣の向

田公園あたりが中心市街地の中では一番、使いや

すい場所かなというふうにも考えておりますけれ

ども、場合によっては場所を移して開催すること

も当然、検討できるんじゃないかと思っておりま

す。 

○委員（川畑善照）ただいま説明がありました

けれども、平成２３年度は、あの会社、配当をし

てるんです。そのときに、にぎわい館は閉鎖して

るんです。だから、配当する前にするべきことが

あるんじゃないかというのが、まちの中の意見も

あります。やはり、するべきことをせんで、配当
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でもして喜んでいたら大変なことだということ。 

 それと、やはりこういう市を開かれるときには、

空き店舗も利用して、例えばこの間、我々企画経

済委員会が甑に行きましたけれども、冷凍設備さ

えあれば、甑のマグロも薩摩川内市産のマグロと

して、あるいは、里漁協のきびなごにしても、東

京送りが多いんですけれども、できたら、やはり

地場産で、地産地消で、そういうところを活用す

るように、とれたて市というか、お魚も一緒にな

って、甑島も挙げて一緒にやるぐらいの力を発揮

してもらわなければいけないと、そのように感じ

ております。 

 それと、やっぱり、ああいう配当をする中で、

例えば、提案公募型で舞台付テントをば、補助で

やって、それはそのグループのもんになってしま

って、いろんなイベントをするときに、本当はど

んどんもう使わないかんわけですよ。それをほと

んど鹿児島の業者に丸投げするような、そういう

システムを変え、所掌を検討する考えがなければ、

やはり今度できる株式会社、薩摩川内市観光物産

協会ですか、それにしましても、観光イベントを

打つぐらいの会社、鹿児島の業者に負けないぐら

いの備品も持っていいんじゃないですか。それで

配当する前に、そういうことをやりながら、もし、

一緒になるんであればですよ。将来、市長も本会

議で言われましたから、そうなるんであれば、や

はり観光の会社ができるんであれば、もうイベン

トも我々はできるんだよというぐらいのことをし

ていかなければいけないと、私はそのように感じ

ています。結局、無駄遣いになるんです。 

 提案公募型で出して、そっちはそっちのグルー

プでもって、こっちは使わない。そんなやり方じ

ゃなくても、市で、あるいはその会社でもって、

イベント会社をつくっていくぐらいの能力を発揮

していただきたいと思います。 

 その２点です、甑のことと。 

○商工振興課長（宮里敏郎）まず、配当の件と、

にぎわい館を閉鎖した部分でございますけれども、

もう剰余金の配当があった分については、これは

会社の株主総会で決定されたというふうに聞いて

おりますので、それは会社の方針だったんだろう

と思いますけれども、あと、にぎわい館の閉鎖に

つきましては、これは実は、市の委託事業でやっ

ておりました。にぎわい館について、平成２０年

の１０月から、ずっと２３年までやってきたんで

すけれども、年間７００万円程度を支出して、市

が全く委託でやっておりましたが、１店舗だけに

７００万円をかけてやるよりは、最終的に、もう

少し同じ金額で、複数店舗の空き店舗の解消につ

なげたほうがいいんじゃないかということで、昨

年、この委員会でもずっと説明させていただきま

して、２４年度から、そのお金を使って、テナン

トミックス事業というのに移行したということか

ら、にぎわい館は、市の意向として閉鎖をしてい

ただいたということがございますので、済みませ

ん、説明させていただきます。 

 それと、あと、地産地消も含めた食の祭りとい

うのについては、これはもう当然、我々も、ぜひ

そういうふうにしていただきたいというふうに考

えておりますので、甑のお魚祭りとの併用とか、

そういうのも含めて、イベントができないかとい

うことについては十分、今後、委託する事業です

ので、事業者のほうとも検討していきたいという

ふうに考えております。 

○商工観光部長（末永隆光）新会社との合併の

話でございますが、将来的に一緒になるというこ

とであれば、その観光物産協会も中の事業として

イベントコンベンションの誘致でありますとか、

物産販売というのを大きな柱に置いてますので、

中心市街地に人を寄せるということと、観光のイ

ベントコンベンションとして寄せる。そして物販

をするというものをあわせて、展開は可能である

と思ってますし、今の川畑委員がおっしゃったよ

うに、そのイベントを打つのであれば、そういっ

た備品等も、自前で準備するぐらいの会社にして

いかなければならないと思います。 

 ちょっと時間がかかるかもしれませんけど、そ

ういうことも念頭に入れて事業を進めていきたい

と思います。 

 以上です。 

○委員（川畑善照）いろいろと検討して、すば

らしい方向をつくっていただきたいということと、

やはり、農水でも企画でも言いましたけれども、

やはり農水関係は漁協関係・農協関係、そして、

商工振興のほうは青果市場・魚市場、そういうの

じゃなくて、一緒になって取り込んでまちづくり

に生かしていただければという、六次産業も含め

て、そのようなことを期待いたしておりますので、

よろしくお願いします。 

○委員（森永靖子）今、川畑委員がおっしゃっ
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たようなことが、けさの南日本新聞に出ておりま

した。６次産業のことで、福島の農畜産を応援す

るという記事が出ておりましたので、また時間が

あったらと思うんですが、今、意見が出ましたよ

うに、生産者と組みながら農林水産、畜産のいろ

んな地場産のものを使って、やって成功したとい

う例が出ておりました。 

 それと、またもう一つは、鹿児島市が「食と大

島紬」と題して、特産品協会と組みながらやられ

たという記事も出ておりました。やはり、そのよ

うな鹿児島市といろんな、よそとは比較にならな

いかもしれませんけれども、いろんなところを参

考にされながら、せっかくのいい機会で、このよ

うな事業費を組まれてやられますので、やはり串

木野市の例なども見られながら、串木野市の市長

さんはマグロ漁船に乗ってたことがあるってこと

で、非常に自分も一緒になって取り組まれたよう

ですので、商工会議所に委託、丸投げではなくて、

やはり一緒になりながら、多くの人を引き寄せる

ような、全くけさの記事と同じようなことを、食

を大事にされながら、切り口にされてやっていっ

ていただきたいと、川畑委員と同じような意見に

なりますが、申し上げたいと思います。 

 いい記事が出ておりました。お願いします。 

○委員（川畑善照）もう一つ関連で。終わりだ

ったんですけれども。 

 御承知だと思いますけれど、このＳｈｏｗ－

１グルメグランプリですね、これ、私も行ったん

です、県民交流センターに。そしたら、デザイン

のフェアもありました。すばらしい行事でして、

枕崎が１位でして、この十文字の甑島アオサらー

めんが４位だったそうです。これは初めての参加

でいいことですけれども、こういうのも誘致をす

るぐらい、してたらどうかなと思うんです。こう

いう市をするときに、そして、こういうデザイン

のこういうのも、本当だったら、この薩摩川内市

でやれる方向をつくっていって、関連あるもので、

枕崎やら大口や、市長も行ってましたけれども、

やはり取り組み方が、何回か回を重ねてでしょう

けど、そういうことも要望しときます。誘致する

こともですね、イベント。 

○商工観光部長（末永隆光）森永委員と川畑委

員のおっしゃったことも、全くそのとおりである

と思っております。 

 今の川畑委員が言われた、そのアオサらーめん

は、Ｓｈｏｗ－１グルメグランプリに初めて参加

をいたしました。これは中央大会もあって、それ

で最終的に鹿児島市で最終の大会があるんですが、

ぜひ来年度は、薩摩川内市にも地方大会が開催で

きるようにお願いをしてまいりたいと思いますし、

そういったイベントコンベンションを、先ほどの

話と重なりますが、したり、それから、新会社の

中で、やはり物販とかそういうのに力を入れてい

きますけど、やはり市内の農林水産業の方々、加

工をする方々、それから、小売りの方々、そうい

った方々を含めて、新会社が同じ目線、同じ土俵

の上で、もう一緒になって頑張るという、そうい

った雰囲気をつくっていかなければ、やはり薩摩

川内市のこういったものは大きく伸びていかない

と思いますので、そういったことに心がけながら、

新会社の事業に、４月以降、頑張ってまいりたい

と思います。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）私、プレミアム券のことで、

ちょっとお伺いいたします。 

 昨年、２０年度の計画で、緊急経済対策でやら

れたわけですが、料飲業、市比野温泉活性化協議

会、それから理容組合とか６カ所か７カ所ぐらい

やられたと思いますが、かなりの経済効果があっ

て、やる側も、また使われた市民の方も大変喜ば

れているわけですが、その中で、タクシー協会と

か旅館組合もそうだったんですが、なかなか事務

所がなくて、売る側は売れるんだけど、例えば換

金とかそういうことに関しては、やはり場所を決

めてしなければならないと、どうしても人がかか

ると。そうすると、やっぱり事務員がいて、やっ

ぱり内容を知ったやつがしないと、お金を扱うわ

けだから大変だということで、前も僕はちょっと

個人的に課に行って相談をしたことがあったんで

すが、合同で、例えばタクシー協会とか旅館組合、

料飲業で合同で、薩摩川内市観光券みたいな形で

使えないものか、そこらの検討はどのようになっ

ていらっしゃるか。 

 それとまた、アンケートをとっていらっしゃる

と思いますが、その結果が出てたら教えてくださ

い。 

○商工振興課長（宮里敏郎）プレミアム商品券

についての御質問でございまして、昨年度、５団

体で実施していただきました。 

 まず、実施の状況でございますけれども、料飲
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業組合、それから市比野温泉の活性化協議会、そ

れから、美容組合、入来スタンプ会、太平橋通り

会、５団体でやっていただきまして、全体で

９，９００万円の商品券を全て完売をされており

ます。 

 今回、委員から御質問のあったとおり、今回の

分については、特定した業種、いわゆる原発１・

２号機の低迷に伴って影響を受けている業種とい

うことで、その業種が行う商品券について、うち

は補助しますよということで、昨年は団体でやっ

ていただきましたが、今おっしゃるとおり、一番

影響を受けていると言われたタクシー、それから

旅館組合のほうが、なかなかこれに、いろいろ検

討していただいんですけれども、結果として取り

組むまでに至らなかったということでございまし

て、それは、両事業者組合等でうまく話し合いが

できて、なおかつ我々が想定している事業種の中

であれば、その組み合わせもありかなというふう

には思っております。 

 それと、あと、アンケートについて今、質問が

あったんですけれども、今実際、完全に事業の実

施が終わってるのは、飲食業組合、それから太平

橋通り組合と、あと２月末で終わったのが美容組

合と、この利用期間が、ということで、まだ市比

野温泉と、それから入来スタンプ会等については

３月後半まで使えるということで、実施中でござ

います。 

 今、アンケートの実施についてもお願いいたし

まして、実績を上げてくださいということでお願

いしているところですけれども、１件だけ、太平

橋通り組合のほうからは、そのアンケートの集約

が上がってきておりますので、その分だけ紹介さ

せていただきたいと思います。 

 まず、主なものですけれども、売り上げについ

ては増加したというところが５％で、変わらない

というところがほとんどではありました。しかし

ながら、このプレミアム商品券の事業に参加した

ことで効果といたしましては、新規顧客の増加、

あるいは、新たな企画などの機運が高まったとい

うことで、６８％の方からの回答がございます。

さらに、これまでなかった独自の取り組み、この

プレミアム事業とあわせて、店舗自体が独自の取

り組みとして、店内で声かけを行ったり、あるい

はポスター、さらにはブログを作成したりという

取り組みをしましたよというのが８２％というこ

とで、評価が大変よかったという評価を受けてい

るところでございます。 

 全体的には、今後も、ことしもやっていきたい

ということで、約８６％の方々から、そういう御

意見もいただいていると。 

 これは、済みません、太平橋通りだけからのア

ンケート結果でございますので、またこの後、料

飲業、それから他の事業からも同じような実績報

告を出していただいて、また分析をしていきたい

というふうに考えております。 

○委員（帯田裕達）今のプレミアムの件は、そ

れで僕も納得しました。 

 それから、もう１点、中心市街地のテナントミ

ックス支援事業補助金です。これは市街地ですか

ら、旧川内の市街地ということで捉えてるんです

が、例えば、ぽっちゃん計画で市比野にもそうい

う計画がありますし、例えば、各４町４村の商店

街も非常にさびれておりますから、例えば、空き

店舗の利用で５０万円というのは、今もあるんで

すけど、こういうふうに借り上げて、安い賃貸し

で稼ぐというような、そのシステムも、その地方

にもあってもいいんじゃないかと思うが、その辺

はどのようにお考えですか。 

○商工振興課長（宮里敏郎）それにつきまして

は、先ほど若干触れましたけれども、新産業創造

事業補助金という新たな補助事業を創設する予定

でございます。 

 済みません、先ほど中身については、企業立地

支援条例の関係もあって、企業・港振興課の中で

説明させていただくということで御説明いたしま

したので、ちょっと省いたんですけれども、実は

その中で、今回は特に起業、「新たに起こす業」

の分についてを、この補助金の中で支援していき

たいというふうなことを考えております。 

 ただ、この中で特にすぐれたビジネスプランで、

本市産業の振興が期待できる、そういう会社を設

立、あるいは転業する、そういう方たちに対する

補助金の制度というのを、新たにつくろうという

ものでございます。 

 だから、単純に、空き店舗を改装して飲食業を

営むということでの対象は、今までの空き店舗改

装補助を使っていただきたいんですけれども、で

なくて、もう少し事業計画内容、あるいは収支予

算、運営計画内容の審査をいたしまして、将来的

に本市のベンチャー企業として可能性のあるよう
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な企業、さらに成長できる、さらに雇用も期待で

きるような企業についてを、この新たな支援事業

で支援していきたいという新たな制度を立ち上げ

させていただきたいということは考えております。

ぜひそういうのを活用していただければと思いま

す。 

 テナントミックスについての本年度の実績です

けれども、現在、２事業者が、この事業を利用し

て中心市街地で事業を展開しております。１事業

者は、これは山形屋裏で、店舗を使っての貸し洋

服店をされている分が１件、それともう一者は、

リサイクルの業者のほうが、これも中心市街地の

ビルを借りて、事務所を展開されているという、

今この２件だけでございます。 

○委員（帯田裕達）はい、わかりました。 

 それから、もう１点だけ済みません。 

 簡単でいいですけど、コミュニティバスの運行

事業と、それから、ボンネットバスを活用した定

期観光バス運行事業でございますが、これ、どの

ぐらいの利用客があるのか、ありましたら教えて

ください。 

 ただ、先ほどありましたとおり、テナントミッ

クス空き店舗改装のための事業、それから、中心

市街地で新たに業を起こしていただくための支援

事業ということで、今年度からテナントミックス

事業というのを始めたばかりでございまして、こ

の事業については、市内の中心市街地に不足する

業種について、特に株式会社まちづくり薩摩川内

がいろんなリサーチ、あるいは、誘致活動を行う

など、積極的な空き店舗対策に取り組んでいただ

こうという、そういう事業でございますので、こ

とし始めて、まだ実績的に２件だけしか出ており

ませんが、来年度も引き続き、テナントミックス

事業に対して力を入れて中心市街地の空き店舗解

消、あるいは、にぎわいの創出に取り組んでいき

たいというふうに考えております。 

○商工振興課長（宮里敏郎）コミュニティバス

につきましては、これは全体で申し上げますと、

ことしは市内で、市が委託して運行しております

コミュニティバスの運行につきましては、２月末

で全体で２６万人、昨年度の実績が２９万

６，０００人ですので、若干、昨年よりは当年度

比でちょっと下回っているような感じでございま

す。 

 あともう一つ、ボンネットバスを活用した定期

観光バスでございますけれども、これにつきまし

ては、今、大体１便当たり３人程度ということで、

これ、まだ１６人乗れるんですけれども、なかな

か運行ができない日も何日か、特に冬場は天候が

悪かったりした分については運行ができなくて、

それまで含めて大体、平均で３人から４人程度と

いうことになっております。 

○委員（谷津由尚）ありがとうございます。 

 このテナントミックス支援事業が、中心市街地

のもちろん発展、活性化の一助にはなると思うん

です。ただ、なると思うんですが、柱にはならな

いと思ってまして、昨年１２月に一般質問でも、

また御答弁いただきましたように、今の中心市街

地の問題というのは、当然、その商業店主の方の

高齢化という問題もあります。それによって、商

売意欲がやっぱりどうしても消極的になってしま

うという、それはもう避けれないと思うんですが、

あるいは、その事業それでまた新たに店を改装し

てやり直しても、本当に人が集まるのかという疑

念を抱かれてると。 

○委員（帯田裕達）もうよろしいです。 

○委員（谷津由尚）今ほどありましたけど、中

心市街地の活性化の件で、中心市街地活性化基本

計画が２４年度で、これはもう１次計画で終了す

るということは了解をしてます。 

 で、今ありました中心市街地のテナントミック

ス支援事業補助金、平成２５年度で９９８万

３，０００円計画されてるんですが、ちなみにこ

の事業、今、開始されて数年たってるんですけれ

ども、利用実績と今後の方針について、まずお伺

いします。 

 もともと商売というのは、そういう疑念という

のがあるわけで、それを解消するための商売の方

法を、やっぱり考えなければいかんわけで、とい

うことで、外部資本を入れてでも、まず今は成功

事例をつくることが必要だろうということで、御

答弁もいただきましたし、言わさせてもいただき

ました。 

○商工振興課長（宮里敏郎）テナントミックス

については、一昨年までいろいろ推進をしてまい

りまして、今年度から新しくテナントミックス事

業の補助金として、具体的な取り組みを始めたと

ころでございます。 

 これについて、現時点で、例えば、中心市街地

の活性化協議会の意見も踏まえて、新たな事業展
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開を平成２５年度中に検討されるということなん

ですが、これに今、私が申し上げたようなことを、

どういう形で織り込まれるのかをお聞かせくださ

い。 

○商工振興課長（宮里敏郎）後ほど説明するつ

もりでございました中心市街地の活性化基本計画

も含めてですけれども、当然、中心市街地の今後

のあり方については、今あります活性化協議会の

中での意見を踏まえながら、さまざまな取り組み、

市からの提案をして、それを協議していただくと

いうことで、会議を開かせていただいているとこ

ろでございますけれども、まだ、将来的には、こ

の活性化協議会をもう少し、何というか実働に近

い形での協議会に切りかえていただくことができ

たらなというふうな思いは持っているところでご

ざいます。 

 さらに、今、言ったとおり、いろんな外部資本

を入れたり、あるいは成功事例を引き出してくる

ことで、この商店街、中心市街地の活性化が図ら

れるということは、我々も前から思っていて、そ

ういうふうができればなという思いはずっとあり

ます。 

 その中で、最近１月、ことしになってからです

けれども、この商店街のほうでも、若い人たちの

新しい青年部ができて、そういう人たちが何らか

自分たちの力で、このまちおこしをしようと、ま

ちを変えていこうという新たな取り組み等も出て

きております。 

 そういう方たちの意見というか、そういう人た

ちのやる気も、我々のほうで側面から支援しなが

ら、中心市街地の活性化に対するいろんな皆様方

の、そういう方たちを含めての、また協議会等、

新たな協議会のあり方等も踏まえて、今年度、平

成２５年度中にあり方についてを再度検討したい

というふうには考えているところです。 

○商工観光部長（末永隆光）補足をさせていた

だきたいと思いますが、外部資本につきましては、

去る１２月議会の本会議でも答弁をさせていただ

きました。いろんなお話が来るんですけれども、

なかなか実現にこぎつけておりません。引き続き

進めていきたいと思うんですが、今の課長のほう

からありました、青年部が立ち上がったというこ

とでございます。そういった青年部が立ち上がっ

て、地元の若者の目線、それから、これ観光課の

ところで説明をする予定でしたけれども、地域お

こし協力隊を、向田地域にも２名ほど入れたいと

いうふうに考えております。 

 こういった若い方々と、それからよそ者の視点

という、若者の視点とよそ者の視点を導入しなが

ら、中心市街地をどういうふうに発展させていく

のかということを、今後、具体的に、そういった

方々と一緒になって考えていきたいと考えており

ますので、２５年度ではそういうところを力を入

れてやっていきたいと思います。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）ぜひお願いをしたいんです

けど、時間がないんです。先ほど御高齢になって

きてるというのもあって、私、時間がないと、急

がないかんと思ってるわけで、青年部ができたの

は大変これはいいことです。一番いいのは、その

地元の方を中心にして、こういうのは企画をして

運営をして成功していくと。成功体験をやって規

模を広げていくというのが一番セオリーであって、

そうすべきなんですが、今、実動に近い形での協

議会に切りかえてやっていくとか、そういうこと

をやっておったんじゃ、多分、間に合わなんです

よね。その青年部の方、じゃあどうやって今、市

がバックアップしてサポートしていくのが一番、

彼らにとってもいいことだし、将来的にも一番、

有効な手段なんだと、どういうサポートをするの

が有効になるんだという、そこの考えにはなかな

か至らないですよね、今、そういうことをおっし

ゃっておられては。だから遅いと思いますよ。 

 いずれにしても、時間がないというのが、私は

もう、一番ベースにこの思いがあるもんですから、

こういうふうに言わせてもらうんですが、もっと

もっと巻いてほしいんです。いろいろな政策の進

め方というのを。そうでないと、その青年部の方

とも、やっぱり考え方としても差が出るでしょう

し、今、市がやるべきことというのは、はっきり

言ったら、何もしないのか、するんだったら絶対

に発展につながるようにするという、この二つに

一つしかないと思うんですけれども、いずれにし

ても、何か遅過ぎますよね、遅い。進み方が遅い

と思います。 

 外部資本の件も、難しいのは当然ありますよ、

そんなに簡単にいくわけないわけですから。でも、

これは一つ大きな目的があって、その成功事例を

つくるという一つでもいいから成功事例をつくる

という、大きな目的があるわけです。ですから、
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難しいと部長がおっしゃるのはわかるんですが、

それをおっしゃっておっては、何も前に進みませ

んので、それはそれで検討をしてください。 

 その上で、この二つをリンクさせないと、本当

の正しい対策の方向性というのは出てこないはず

ですね。恐らく、その私が冒頭、申し上げました

高齢化ですとか、商売意欲ですとか、そういうと

ころの人間的なファクターズが往々に入ってきて

ると思うんですが、それが２０年間、当然、変化

はしてきてます。変化はしてきてるんですけれど

も、２０年前からの発展してないというのがある

わけですから、そこのところで何らかの見落とし

はあると思います。 

 いずれにしても、その青年部の方を中心にやっ

ていける。どのような形で支援、フォローができ

る市の行政であるのかということを考えていただ

いて、そういう視点から、時間がないと、とにか

く時間がないということをもうちょっと強く意識

していただいて、進めていただきたいと思うんで

すが、いかがですか。 

○商工観光部長（末永隆光）これまでも、もう

２０年、３０年、いろんな事業を取り入れながら、

中心市街地の活性化に取り組んできたというふう

に考えております。効果があったかというと、ほ

とんど効果がなかったのではないかなということ

でございます。そういった部分を、まだきちっと

検証してない部分もあるんではないかと思います

し、これから、本当に時間がない中で、どういっ

たことができるのか、外部資本が入る際の支援制

度であるとか、そういった地元の若い方々が考え

るソフト事業等に、どういう支援ができるのか、

こういったのを含めて、市としてできることを早

急に考えていきたいと思います。 

 恐らくそれは、この商工振興課さんの、やっぱ

り全リソースを注いででも、これはやっていただ

くべきことだと思いますので、ぜひお願いします。 

 何かありましたら。 

○商工振興課長（宮里敏郎）今、部長が申し上

げましたとおり、市といたしましては、これまで

中心市街地の活性化というところで、いろんな資

本を投入してきました。 

 なかなか活性化しないということで、実は、数

年前に、商店街の意向調査をいたしまして、その

分については御説明したとおりですけれども、ど

うしても、委員が言われたとおり、高齢化、それ

と跡取りがいない等がありまして、それと、改修

するにも改修するだけの資本力がないという、い

ろいろ問題点があるというのは、我々も認識して

いるところでございます。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）今の御答弁、ありがとうご

ざいました。 

 今おっしゃったように、過去二十数年やってき

て、余り成果がないと。それはなぜかということ

を本当に深掘りをして、その原因まで至ってない

からだと思うんです、私は。二十何年か、もうど

んどん市の行政の、やっぱり資金を投入してやっ

てきて、今の状態になってる。その成果としては

余り結びついてない。現状維持どころか衰退をし

ていると。 

 その中で、今回、青年部の方たちが、こういう

ふうにして自分たちのまちを何とかしようという

ふうな機運で新たな組織が立ち上がっております

ので、そこの支援も含めて、今、言われたように、

本当に早急にできることというのを検討、対応し

ていきたいと思います。 

○委員（谷津由尚）はい。お願いします。 

○委員（宮里兼実）中心市街地活性化のために、

いろいろ当局としても、いろんな補助を出したり、

今までも活性化されないと。もうどんどん中心市

街地は消えていくばっかりです。だから、私はそ

れこそ、１０年、２０年ぐらい前に、もうこの向

田の中心市街地は、それこそ昼間の客はいないよ

と、夜の、それこそ飲み屋街のネオンしかつかな

いよと、私は言っておりましたけれども、また今

度、ここに「タイヨー」がオープンするわけでし

ょう。そうしたら、もう今、郊外に郊外に、どん

どん、それこそ中心を外れて郊外が栄えていくわ

けです。 

 もう先ほど言ってますように、時間がないわけ

ですので、同じことを繰り返しても意味がないわ

けですので、本当に、今、何をすべきなのか。何

をどうすることが一番、効果に結びつくのかとい

うのを、率直にまず考えるということ。これはも

う本当に深掘りをして考えるということです。 

 それともう一つは、今、言いましたように、過

去２０年間やってきたことが、なぜ効果にならん

かったのかという、そこを本当に、その原因を考

えていただきたい。突き詰めていただきたいと思

います。 
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 だから、はっきり言うて、隣に川畑委員もいら

っしゃいますけど、全く中心市街地というのは、

もう消えるばっかし。ましてや、ここにタイヨー

がオープンしたら、もうそれこそ、まあこのタイ

ヨーもどれだけ発揮するか想像がつきませんけれ

ども、だから、もうちょっと向こうも見切りをつ

けて、それで、駐車場もないし、今、車社会で、

車の時代で郊外にできて、もうみんなそれぞれ、

コンビニにしても、もうセブンイレブン、あれが

どんどん出てくる、それでもう車で、こんなにで

きて大丈夫かよというぐらいなんだけれども、や

はり車社会だから、そういうところに行くと、も

うこの中心市街地は駐車場もない、駐車場もあっ

ても、市営のがあっても、それこそ１０時で終わ

ってしまうというようなことで、やはり、もう川

畑委員には失礼かもしれないけど、ちょっともう

方向転換をして、そうして、どんどん補助金を出

す、援助をしてやると、幾らこの空き店舗の話も

出たりしてるけど、わずか今２件だけって聞きま

したけど、それは人が寄ってこないところに、そ

こで商売を始めようかっていう人はいないですよ。 

 だから、やっぱりちょっと方向転換をするよう

な感覚を持ってやっていかないと、それこそ人は

いない、高齢化していくというところに、人がど

んどん来れば、防止にもなると思うんです。もう

とにかく人が集まって来ない。高齢化、年をとっ

た人が夜の１１時、１２時まで店をあけとくとい

う人もいない。だから、いろんな飲食の飲み屋街

にしても、それこそ、くりくり入れかわり立ちか

わり、店もやってます。 

 だから、もう本当に、ちょっとこう、方向転換

をして、５年先、１０年先のことを考えたときに、

果たして、こんだけ中心市街地活性化って言って、

そこばっかし目を向けておっても、人はどんどん

郊外にマイカーで走っていきます。 

 そして、ましてや２４時間営業がオープンした

りすれば、もうそっちに行って、ここはそれこそ

もぬけの殻。だから、やはり、もうそろそろ、ち

ょっと転換をするという考えで、ここばっかり、

ここばっかり、いけんかして、「若者が、若者

が」って言うても、恐らく、若者もそれは思いつ

きもあって、元気もあるかもしれないけれども、

いざやってみたわ、もう思わしく商売は、幾ら頑

張っても軌道に乗らないとなれば、また干されて

しまうわけだから、やはりもう見切りをつけると、

私はそう思っております。 

 何か意見があったら。 

○商工観光部長（末永隆光）見切りをつければ

というお話でございましたけれども、この議論に

つきましては、１２月議会で質問が出されまして、

市長が答弁をしてるんですけれども、やはり中心

市街地を川内駅もあります。それから市役所もあ

る。それから、主要な公共機関もありますし、や

はり市としての顔の地域であるというふうに思っ

ておりますので、先ほど来、話をしてますとおり、

今、若い人たちが頑張ろうという、そういう意識

が上がってきてますので、これにちょっとかけて

みたいというふうに思っておるところであります。 

 それから、車社会のお話がございました。確か

に駐車場が少ないとか、土日あいてないとかいう

話をよく聞くんですが、私もこの間、ＦＭの開局

イベントのときに、市街地の中で、バルを使って

食事をしたんですけど、そのときにある方から言

われたのが、横馬場駐車場が、土日が通常の料金

でやってるという話でしたので、ああそうかとい

うことで、例えば、土曜、日曜、祝日については、

例えば買い物に来る方、食事に来る方もいらっし

ゃいますので、そういった方が入れるように、駐

車場を、時間帯でするのか、それは検討なんです

けど、無料開放するとか、そういったことで、土

日が特に人の集客が少ないようなんですけど、そ

ういった取り組みも必要なのかなというふうに、

ちょっと考えました。 

 それはまあ、自分の体験を通しての話ですけど、

そういった取り組みも、やっぱりやっていかなけ

ればならないし、あるいは、駐車場を持ってる銀

行さんとか、そういったところも、できれば土日

を無料開放していただくとか、そういった取り組

みも全体としてやっていくべきじゃないかなとい

うふうに思っておりますので、今後ちょっと検討

させていただければと思います。 

 以上です。 

○委員（宮里兼実）いろんな病院にしても、い

ろんなところで駐車場があいてるんだけれども、

夜にしても鎖を張ったり、とめたら何万円の罰金

ですよって看板を書いてあったりするから、やは

り、もうそういうのもお願いをして、あいてると

ころは貸して無料開放してくださいと、やっぱり

そういうのも、またお願いをして回るということ

も必要じゃないかなと思っておりますので、大変
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でしょうけれども、部長、頑張ってください。よ

ろしくお願いします。 

○委員（川畑善照）今さっき、駐車場の件で横

馬場が出ましたけれども、あれは結局、最初つく

るときに、田中医院跡なんですよね。あのときに、

国の補助が、それこそ補正で、それこそ２月の補

正、３月の補正で出して、ぽっとつくった品物で

す。 

 ただ、あれが２４時間ができないのは、地域と

の協定があるということを聞いておるわけですけ

れども、どうしても、できればあれをもう本当、

低価格にするなりして、しかも太陽パレスがもう

なくなりました。あそこでイベントがあるときに

は、ほとんど満杯だったんですけれども、もう山

形屋さんがイベントされるときは、ちょっといる

ぐらいで、やはりある程度、もうそろそろ何十年

とたつわけですから、２４時間ができるように、

近隣の根回しをされまして、そうすることも必要。

私は裏からも出入りできるようにしたらどうかと

言ったこともありました。両方とも出入りができ

るようにすれば、すごく本当はいいんですけれど

も。 

 そういうことやら検討してください。まずそれ

だけはお願いしときます。 

○委員長（佃 昌樹）今、川畑委員が言われた

ことは、私も何回も聞いてます。なぜ１０時まで

なのかということについてです。検討をお願いし

たいと思います。 

○商工振興課長（宮里敏郎）済みません。 

 横馬場駐車場の利用時間の延長につきましては、

我々も課題と思っておりまして、これは住民の

方々からもよく言われることでございます。ここ

については、１０時になったいきさつというのが、

これは住居地域に建物があるということで、半径

１００メートル以内の方々の同意がないと、

２４時間の営業ができないというふうになってお

ります。 

 我々といたしましても、何とかそれが１時間で

も延長できないかということを踏まえまして、指

定管理に出してるんですけれども、その指定管理

の指定管理者を選定する委員に、代表自治会の、

そこの自治会の会長さんもいらっしゃいまして、

そのたびごとに、自治会の会長にも、どうでしょ

うかというのを何回か打診したんですけれども、

やはり近くに高齢者の方もいらっしゃって、騒音

ということについては難しいというような、一応、

報告は受けているところです。 

 ただ、またそれだけじゃなくて、やはり中心市

街地の活性化ということも含めると、再度その辺

については、また自治会長等の意見も聞きながら

検討はしていきたいと思います。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（杉薗道朗）１点だけ。 

 これは緊急雇用対策事業の関係なんですけど、

確かに富士通とか、それ以前、いろんな市内企業

のリストラとかあられて、大変、今、困ってらっ

しゃる方が多いのは事実であります。 

 今回のこの予算の中で、何人ほどの雇用を想定

されているのか、また、その期間、それから、実

質的に雇用された方々が臨時職員として実収入と

して、毎月いかほど入ってくるものなのか。これ

がつなぎとなって、その間に正規の、また新たな

職が見つかればいいんでしょうけれども、あくま

でもつなぎであろうかなというふうに思いますが、

ただ、今、対策をしていただいた部分には感謝し

ております。今の件についてお答えください。 

○商工振興課長（宮里敏郎）労働者福祉対策費

の中に、ＦＩＭ等の工場撤退に伴う緊急対策とし

て、臨時職員の雇い上げ料２，２３２万円を計上

しております。 

 この内容についてですけれども、今、想定して

いるのが、月に２０人、臨時職員ですので１５日

勤務で１年間で、単価につきましては、これは日

額６，２００円を今、想定しております。 

 作業内容については、市道の伐採等ということ

で、実際の業務については、建設維持課のほうに

執行委託して事業をやってもらいますけれども、

これはもう４月になったら早急に、ハローワーク

を通じての雇用をしていただくということにして

おります。 

 なお、議員が言われたとおり、これはあくまで

もつなぎの資金、生活費にしていただければと思

っておりまして、１５日勤務としたのは、残りの

日数については、これは就職活動、求職活動もし

ていただきたいと、そういうことも踏まえて、臨

時職員の雇い上げということで計上させていただ

いております。 

○議員（杉薗道朗）はい、結構です。 

○議員（井上勝博）一つは、このシャトルバス
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のことなんですけれども、私、今、市がやる政策

というのは、例えば公務員の給与カットとか職員

数の削減とか、公用施設の売却譲渡とか、そうい

うものをどんどん進める一方で、非常に高価なバ

スを買うということが違和感があるわけなんです。

これは市民は皆、そう思うんです。違和感がある

と、これは。 

 それが私の批判の中心なんですけれども、まず

第１点、お伺いしたいのは、この電気バスをつく

れる会社というのは、この日本で何社あるのか、

こういうバスをつくれる、特殊な会社だと思うん

ですけど、何社あるのか。 

 それから、バスの年間維持費です。例えばバッ

テリーも老朽化したりすると思うんですけれども、

維持費がどれぐらいかかるものなのか。 

 それから、恐らくこの電気バスを買う前は、バ

ス会社に委託して、バス会社の持ってるバスを使

ってシャトルバスを動かすという構想があったん

じゃないかと思うんですけれども、そうじゃない

んですかね。まあそういう試算はされてるかどう

か、いわば比較ですね、そういう、バス会社に持

っているバスを使って委託事業をするのは幾らぐ

らいかかる、それでこの電気バスを貸し付けして、

委託事業をする場合と、この比較をされてるかど

うか、その金額を教えていただきたい。 

 それから、商工業者店舗改装費補助金について

なんですが、ちょっとこの住宅リフォーム助成制

度と同じということをおっしゃっていらっしゃる

んですが、市内の業者が改修をする場合というふ

うに見ていいんだろうかと。いわば、もう今ある

既存住宅の、あの制度が、ただ民間じゃなくて店

舗とか、そういうところに適用するという、それ

だけの違いで、やっぱり市内の業者を使うという

ことに、やっぱり限定してやっているものなのか

ということを確認したいと思います。 

 それから、富士通のＦＩＭ工場についてなんで

すが、７００人のうち、私が聞いたのは１カ月か

その前ぐらいだったんですが、１５０人が大分に

行くというのは聞いてるんですが、ジェイデバイ

スはもともと３００人しか雇用しませんよという

ふうに言っているということも聞いてるんです。

それで、そうすると４００人がもうやっぱり失業

せざるを得ないか、富士通の別の場所に行くかと

いうことなんだけど、富士通の別の場所というの

は九州管内はないというふうに聞いてるんです。

だから、相当なやっぱり退職、失業という方が出

てくると思うんです。 

 これについて、そういった人たちを救済するの

は当然なんですけれども、やっぱり前回の一般質

問で言いましたけれども、抗議一つしないという

こともどうだろうかなと。抗議、やっぱりＦＩＭ

に対して抗議をしないというのはどうなのかと。

やっぱりそういう今までやっぱりお世話になって

いた薩摩川内市に対して、そういう非常に都合の

いいという勝手なことをやっているわけですから、

きちっとやっぱり抗議をするということをする必

要があると思うんです。 

 それがどういう、会社にとってみれば余りね、

カエルの面に小便みたいなもんかもしれませんけ

れども、しかし、市の考え方としては、やっぱり

そういう抗議をするということは、やっておく必

要があるんじゃないかと思いますが、いかがでし

ょうか。 

○商工観光部長（末永隆光）たくさん質問をい

ただきまして、それぞれ答弁をさせていただきた

いと思いますが、店舗改装費補助の考え方ですけ

ど、これは一般住宅と同じというふうに考えてい

ただきまして、市内業者を利用していただくとい

うことでよろしいかと思います。 

 このＦＩＭのことについてなんですが、

７００名の今、従業員がいます。そのうち

１５０名が大分県のジェイデバイスに移転される

ということで、残りの５５０名が退職になるとい

うふうに聞いております。当初は、ジェイデバイ

スに３００人程度というふうにお考えだったんで

すけれども、実際はその半分しか集まらなかった

ということでございます。 

 ＦＩＭに対して、抗議しないのはということで

ございますけれども、これにつきましては、これ

は全国的な現象でありまして、非常にこういうＦ

ＩＭが今までやってた後工程の部分が、非常に人

件費の比率が高くて、どこの国内の会社も、それ

に耐えられないという状況でございまして、全て

その内容がジェイデバイスとか、そういった専門

の会社に移っていくということであります。ある

いは、海外に出ていくという流れの中で、市とい

たしましては、それを抗議をしても、覆るもので

もございませんし、それよりも、跡地の利用であ

りますとか、今後の１１ヘクタールの土地が残っ

てます。それから、工場等が２．８ヘクタール残
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っておりますので、そういった活用を、ＦＩＭ富

士通グループのほうにお願いをしていきたいとい

うことで、抗議はしておりません。 

 以上です。 

○商工振興課長（宮里敏郎）バスについての御

質問にお答えいたしますけれども、実際、現在大

型バスの電気バスを導入というか、製造している

会社については、２社以上あるというのは確認を

しているところでございます。 

 それから、維持費につきましては、具体的な維

持費の額というまでは、まだ我々のほうでは試算

しておりませんが、これは今後、提案公募をする

段階の中で確認していきたいと思っております。 

 それから、通常のバスを導入する場合との比較、

これは金額の比較ということで御質問だと思いま

すけれども、通常、コミュニティバスを運行する

際には、新たにバスの導入が必要でございますの

で、そのバス事業者に対して、中古バス、あるい

は新車でバスを買う場合についてを、減価償却費

で補填しているところです。 

 今回、電気バスを導入する前に想定したバスに

つきましては、中古の平成２１年度型式ぐらいの

４５人乗り程度の中古バスを導入するというのを

想定しておりましたけれども、それについては、

大体、価格が改造費まで含めて、三千五、六百万

かかるというふうに聞いております。 

 なお、中古バスにつきましては、補助に対する

制度がございませんので、先ほど言いました金額

は、全て一般財源ということになりますが、今回、

電気バスについては、一般財源については改造費

まで含めて、今のところ１，３００万程度、一応

予定しておりますので、金額、市の負担からいっ

ても、今回の電気バス導入のほうが負担は少なく

て済むということで、今、考えているところです。 

○議員（井上勝博）このバスを買うということ

なんですかね、ちょっと済みません。普通、バス

事業者にこういう委託する場合は、バス会社が持

っているバスを使って委託すると、そういうふう

にするんじゃないんですか。バスを買うんじゃな

いんじゃないですかね。そこら辺、ちょっと今よ

くわからなかったんです。 

○商工振興課長（宮里敏郎）今のおっしゃると

おり、通常のコミュニティバスについては、運行

事業者にバスも購入、準備していただいて、その

分の経費を委託料の中で補填するという形で、通

常やっておりますけれども、先ほど言いましたと

おり、電気バスを導入したほうが、うちとしては

少ない負担金で済むということですので、今回は

市が電気バスを購入して、運行事業者に貸し付け

て運行していただくという計画でございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで、議案第５９号一般会計予算に係る審査

を一時中止します。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局から所管事務について、報告をしてくださ

い。 

○商工振興課長（宮里敏郎）それでは、商工振

興課より、２件報告をさせていただきたいと思い

ます。 

 お手元に配付しております企画経済委員会資料

の商工観光部資料５ページをお開きください。 

 まず、６、中心市街地活性化基本計画について

でございます。中心市街地活性化基本計画につき

ましては、平成２０年度に市が計画案を作成し、

中心市街地活性化協議会での協議・意見をいただ

きながら策定をしているところでございます。 

 計画の期間が平成２１年度から平成２５年度ま

での５年間であり、現在、計画には３８の事業を

掲載し、その中で実施できるものから実施をして

いるところでございます。なお、実施状況につい

ては記載のとおりでございます。 

 当初この計画につきましては、内閣府の認定を

受け、国の戦略的補助金等を活用して、まちづく

り事業を実施していこうという予定でございまし

たけれども、この国の認定を受ける要件といたし

まして、具体的に複合拠点施設整備事業など、い

わゆる中心市街地の核となるハード的な事業の掲

載が必要要件となっております。 

 このことから、市では平成２２年度に、中心市

街地内の複合拠点施設整備について可能性調査を

実施、その整備に向けて着手しようとしたところ

でございましたけれども、御存じのとおり、東日

本大震災の影響を受けて、その計画自体が凍結と

なったところでございます。結果といたしまして、

中心市街地の複合拠点施設の整備計画自体が凍結

になったことで、この基本計画の内閣府の認定自

体が非常に難しい状況というふうになっていると
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ころでございます。 

 これらを踏まえまして、今後の基本計画の取り

扱いにつきましては、今、御説明しましたとおり、

国の認定が非常に困難なこと、さらに、これまで

認定をもらって活用しようとしていました戦略的

補助金自体についても、平成２４年度で終了して

しまうということなどから、この計画自体は第

１期計画で終了し、第２期計画は、もう策定はし

ないと、こういう形での計画は策定しないとした

いと思っております。 

 なお、基本計画という形での計画策定はいたし

ませんが、先ほどから御意見いただいたとおり、

中心市街地の活性化のためには、何らかの事業計

画は当然、必要だと考えておりますので、今現在、

基本計画に登載してある事業の今後の進め方等も

踏まえまして、商店街活性化のための新たな事業

の展開につきましては、平成２５年度中に中心市

街地活性化協議会の御意見も伺いながら、詳細を

検討していきたいと考えております。 

 次に２点目でございます。甑島地域のコミュニ

ティバスの運行見直しについてでございます。 

 平成２４年４月から運行開始しました甑島地域

コミュニティバスにつきましては、その利用実績

を踏まえて、その運行内容をより効率的なものに

見直しを行うというものでございます。 

 まず、利用実績でございますけれども、全体で

は――資料は６ページになります。済みません。

全体では、前年比１６２％、右欄になりますけれ

ども、全体では１６２％と、利用人数は増加いた

しました。しかしながら、詳細に、路線別に、そ

の利用者数を見てみますと、まず里・上甑地域で

運行しております甑ふれあいバスにつきましては、

里・中甑間、これが一番利用が多いんですけれど

も、いわゆる里線につきましては、前年比

２７５％と大きく増加している反面、中甑・江石

間で運行している江石線、これは９３％と利用は

減となっております。 

 また、下甑・鹿島地域の甑かのこゆりバスにつ

きましては、手打・長浜線、それから長浜・鹿島

線については、いずれも２００％を上回る増加率

を見せている反面、手打・片野浦線については

８９％と、利用者は減少いたしました。 

 これらを踏まえまして、（２）に記載のとおり

の見直し方針に基づき、今回、見直しを行いたい

と思っております。見直し内容ですが、１便当た

りの平均乗車人数が、０．５人未満の便について

は基本、廃止をしようと。それから、江石、片野

浦線、いずれも減少している地域ですけれども、

これらにつきましては、デマンド運行、条件付運

行の導入、さらに、地元から要望のあります中甑

港待合所をバスターミナルとして利用して、そこ

を結束点として運行するというなどの見直しを行

うものでございます。 

 具体的な見直し案について、７ページの（３）

に記載のとおりでございますけれども、上甑地域

では浦内・桑之浦線で合計４便を廃止、平良線で

は２便を廃止、さらに、利用減少している江石線

につきましては、中甑から江石に向かう路線、こ

れは中甑において、乗客がいる場合のみ江石方面

へ運行する条件付運行、さらに江石から中甑へ出

る分については、全てデマンド運行、予約がある

場合に運行するデマンド運航を導入いたします。 

 下甑につきましては、手打から片野浦につきま

しては、手打トンネル以降片野浦への乗客がいる

場合のみ運行する条件付運行を、さらに片野浦か

らにつきましては、全便デマンド運行へ見直しを

行うというのが主なものでございます。 

 見直しの時期でございますが、これまでの見直

し内容につきましては、これまで、各地区コミの

会長へ御説明いたし、理解をいただいたところで

おります。 

 今月２５日に開催いたします地域公共交通活性

化協議会で、この内容についてを審議、承認して

いただいた後、特に運行後の運行形態が変更され

る江石自治会、片野浦地区コミへの地元説明会を

終えた後に、平成２５年７月１日から、変更での

運行開始を予定しているところでございます。 

 以上２件、報告をさせていただきました。よろ

しくお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局より報告が

ありました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

 委員の方、ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の発言はございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）委員外議員も質疑はない

と認めます。 

 以上で、商工振興課を終わります。御苦労さま
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でした。 

○委員長（佃 昌樹）休憩をいたします。 

 再開は、１３時といたします。 

～～～～～～～～～～ 

午前１１時４８分休憩 

～～～～～～～～～～ 

午後 ０時５８分開議 

～～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）休憩前に引き続き会議を

開きます。 

────────────── 

   △企業・港振興課の審査 

○委員長（佃 昌樹）企業・港振興課の審査に

入ります。 

 まず、部長の概要説明を求めます。 

○商工観光部長（末永隆光）それでは、企業・

港振興課関係の、平成２５年度施策の特徴、概要

について、御説明を申し上げます。 

 平成２５年度は、一つ目に、企業誘致に加えた

新たな企業支援策の展開、二つ目に、川内港の貿

易促進、三つ目に、川内・甑島航路開設の推進、

四つ目に、国際交流の推進、これら４点を中心に

各種の施策を展開したいと考えております。 

 当初予算概要の９６ページをお開きください。 

 上段の国際交流事業をごらんください。韓国昌

寧郡との友好都市を、昨年、締結したところでご

ざいますが、平成２５年度におきましては、昌寧

郡からの公式訪日団を初め、教育委員会所管にな

りますけど、青少年交流団の受け入れを行うとと

もに、友好都市への民間の海外交流派遣団への助

成を２倍に拡充をいたしました。 

 なお、蘇州号によります中国の旅は、中国情勢

を勘案し、２５年度は休止することといたしまし

た。 

 次に、下段の川内港利活用推進事業では、川内

港のコンテナ取扱量が、平成２４年が過去最高の

１万９，０００ＴＥＵを超えたことに伴い、コン

テナ補助金を増額したほか、市内産品の輸出促進

を図るため、海外事前調査活動に対する、かごし

ま川内貿易振興協会補助金を拡充したところであ

ります。 

 次のページ、９７ページの上段、企業誘致事業、

及び中段の企業立地促進事業では、企業立地支援

条例に基づく制度を大幅に拡充し、若者等の新規

起業サポート、ベンチャー企業の育成、既存企業

の転業、異分野参入にも着目し、企業活動の一連

のサイクルに応じたサポートやサービスの向上を

図るため、新たに企業立地支援方針を策定し、新

産業創造、企業立地支援、地域成長戦略促進など

に係る補助金を創設、または拡充をしたところで

あります。 

 このほか、平成２５年度では、企業誘致やマッ

チング事業に活用するため、市内企業のガイドブ

ックを作成するほか、企業誘致サポーター制度の

登録拡大等、報奨金制度の新設、市内企業により

ます（仮称）市内企業連絡協議会の立ち上げを予

定するなど、これまで以上に企業との信頼関係を

築きながら、積極的かつ継続的な企業誘致、企業

育成に取り組んでまいりたいと考えているところ

であります。 

 次に、９８ページ上段、甑島航路開設事業では、

平成２４年度に引き続き、新高速船の建造を行う

とともに、川内港待合所の新築、周辺整備、予約

発券システムの整備等を行うこととしております。 

 来年春の新高速船就航に向け、しっかりと準備

を進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。よろしく御審議賜りますよ

うお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）部長の説明が終わりまし

た。 

────────────── 

△議案第３２号 薩摩川内市工場立地法第

４条の２第２項の規定に基づく準則を定め

る条例の制定について 

○委員長（佃 昌樹）それでは、ここで、議案

第３２号薩摩川内市工場立地法第４条の２第２項

の規定に基づく準則を定める条例の制定について

を議題といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは、議

案第３２号薩摩川内市工場立地法第４条の２第

２項の規定に基づく準則を定める条例の制定につ

いて、御説明を申し上げます。 

 資料のほうは、議案その３と、議会資料（商工

観光部）、それから、企画経済委員会資料３部に

なりますが、使用させていただきます。資料が多

く、恐縮に存じますが、順次説明をさせていただ

きますので、御了承ください。 

 それでは、議案その３、３２－１ページをお開

きください。 
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 提案理由につきましては、本会議で説明のため、

省略をさせていただきます。 

 ３２－３ページから、３２－５ページが条文に

なります。３２－４ページをお開きください。 

 附則の第３項におきまして、今回の条例制定に

関連いたします薩摩川内市企業立地の促進等によ

る地域における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律第１０条第１項の規定に基づく準則を定め

る条例、これの一部改正もあわせて提案をさせて

いただいております。 

 附則第３項は、この一部改正の条文となってお

ります。また、３２－６ページから３２－８ペー

ジに関係規則を参考として掲載しております。 

 それでは、資料として、事前に配付をさせてい

ただいておりました議会資料（商工観光部）の資

料、１ページをお開きください。 

 まず、改正の趣旨でございますが、地域主権一

括法の公布による工場立地法の一部改正に伴い、

同法で定められた緑地面積率等を地域の実情に応

じ、市条例で独自に定めることができることとな

ったため、今回、本条例により、工場等の緑地等

の設置基準を緩和し、工場用地の有効利用及び企

業立地を推進しようとするものでございます。 

 ２の改正の概要にありますとおり、工場立地法

では、工場立地地域の周辺環境の保全や調和を図

るため、一定面積以上の工場等を建設する場合、

敷地内に緑地及び環境施設を設置するよう定めら

れており、アの現行の規定、これは工場立地法で

の規定でございますが、これに記載のとおり、 

「工場敷地面積の２５％以上（うち緑地２０％以

上）の環境施設」を設定する必要がございます。

わかりやすく言いますと、工場敷地面積の２５％

（４分の１以上）を、芝生などの管理される緑地

等で整備する必要があるということでございます。 

 このような中、イの緩和の必要性にありますと

おり、この緑地等の整備については、工場の新設

や増設を計画している企業にとって、敷地の有効

活用の点などから課題となっており、市内の企業

からも緩和の要望が出ていたところでございます。 

 市としましても、工場立地法の基準は、都市部

も地方も同じ基準のため、地方都市で自然豊かな

本市のような地域では、この基準を緩和したいと

いうことで、提案したところでございます。 

 それでは、内容について、御説明いたしますが、

別途、説明資料といたしまして企画経済委員会資

料を準備しております。資料がちょっとあちこち

飛びますけれども、企画経済委員会資料の８ペー

ジをお開きください。ちょっと横型の資料になっ

ております。 

 今回の条例制定、それと一部改正のイメージ図

でございます。左が現行で、右が改正後というこ

とになります。図の中に、２０％／２５％以上な

どとの割合の表記がございますが、右の２５％以

上が緑地及び環境施設として必ず整備しなければ

ならない面積割合、左の２０％以上は、そのうち、

緑地として整備をする面積の割合になります。 

 左の現行の図をごらんください。図の一番外枠

の範囲、を市の全域というふうにお考えください。

まず、工場立地法に基づく準則では――一番上の

ところに書いてございますが、市内に企業が立地

する場合、敷地の２５％以上、これ右側のほうに

２５％以上と書いてございます。これを緑地等と

して整備する必要がございます。しかし、現行で

は、この内側にありますとおり、企業立地促進法

に基づく条例として記載しておりますとおり、企

業の立地を促進するため、整備すべき緑地等の基

準を企業立地促進法に基づく条例により、甲種地

域では１５％以上、乙種地域では１０％以上、丙

種地域では３％以上ということで、各団地につい

て、特別に基準の緩和をしております。これが現

状でございます。 

 今回、中ほどの列のところに記載してございま

すとおり、工場立地法に基づく準則については今

回の条例の制定により、企業立地促進法に基づく

条例については一部改正により、緩和した新たな

基準を設定するとしたところでございます。 

 右の図、改正後の図でございます。今回、条例

制定します工業立地法に基づく準則の基準、図の

中の条例制定による基準ということで、市内を第

１種から第４種までの各用途区分別に、四つの地

域に区分し、緑地等の割合をそれぞれ緩和してお

ります。 

 まず、一番上の第１種地域（住居、商業地等）

でございます。本市でいいますと中心市街地など

のところでございますが、住宅等の密集した地域

については、工場立地法に基づく準則のとおり、

緑地面積等の割合を２５％以上として、ここにつ

いては独自の緩和はしないというふうにいたして

おります。 

 次の、第２種地域（準工業地域）、上川内地域、
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ニシムタ周辺などでございますが、ここについて

は、緑地面積等の割合を１５％以上に緩和いたし

ます。 

 甲種、乙種、丙種とあるんですけれども、これ

はそれぞれ右にスライドして、甲種区域が第１種

地域、乙種区域が第２種地域、丙種区域が第３種

地域になるという、こういう見方でいいんですか。  また、第３種地域（工業・工業専用地域）、高

城町の京セラ周辺などでございますが、これにつ

いては緑地面積の割合を１０％以上というふうに

緩和をいたします。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）甲種区域につ

きましては、真ん中のところに書いてありますと

おり、廃止で用途地域外（都市計画区域外を含

む）ということで、真ん中のところに書いてござ

いまして、この地域は第４種地域と同じ区域にな

るということです。ですから、１５％、２０％以

上と書いてございますが、これが第４種になると、

５％、１０％以上という区域になりますので、現

行より緩和されるため廃止をする。この廃止の下

に書いてある、この地域のところを見ていただけ

ればいいと思います。 

 また、一番下に記載の第４種地域（都市計画区

域外を含む用途地域外）、つまり、この第１種か

ら第３種に属さない地域、市内のほとんどの地域

はこの第４種地域になると思います。この地域も、

緑地面積等の割合を１０％以上ということで緩和

することとしております。 

 これが、工場立地法に基づく準則による緩和で

ございます。 

 乙種については、用途地域が工業・工業専用地

域となりますので、これは第３種の地域になる、

新しいほうではですね。ここが１０％、１５％以

上が５％、１０％以上ということで、これも改正

後、緩和されるため廃止する。 

 また、今の第３種地域の中に、企業立地促進法

に基づく条例の記載がございますとおり、現行の

丙種地域（港町工業専用地域）については、現行

の緩和措置を継続し、引き続き割合を３％以上と

して、企業の立地促進を図ることとしております。 

 丙種につきましては、工業・工業専用地域です

から、これは３種の中に属するということです。

３種は５％、１０％以上ですが、もともとこの丙

種の区域は３％、３％以上で設定しておりました

ので、５％、１０％以上より緩和してたというこ

とになりますので、そのまま継続していくという

ことになります。 

 なお、右の現行の図にあります企業立地促進法

に基づく条例により指定しておりました甲種区域

の二つの団地と乙種区域の六つの団地につきまし

ては、新しい基準の第３種地域に属し、現行の緑

地等の割合２０％以上、１５％以上が、１０％以

上となり、現在の基準より緩和されることになり

ますので、ここの区域の指定については廃止をす

ることとしております。 ○委員（谷津由尚）わかりました。 

 ということは、第１種地域と第２種地域という

のは、新たに今回、基準を設けられたという、そ

ういう理解でよろしいですか。 

 なお、本条例の施行日は、平成２５年４月１日

としておりまして、制度内容の周知等については、 

ホームページ・広報紙等で行うこととしておりま

す。 ○企業・港振興課長（奥平幸己）１種から４種

という地域を新たに振ったということになります。

従来からの属する地域でいいますと、１種、２種

が新しく出てきているということになります。 

 以上で、議案第３２号薩摩川内市工業立地法第

４条の２第２項の規定に基づく準則を定める条例

の制定について、説明を終わりますが、御質問に

対します数値など細かなデータの回答につきまし

ては、課長代理以下、グループ長からも回答させ

ますことを御了承ください。 

○委員長（佃 昌樹）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の質疑はございますか。  よろしく御審査賜りますようお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局からの説明

がありましたが、これより質疑に入ります。御質

疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 これより討論・採決を行います。 

 討論はありませんか。  委員の方、ありませんか。 

○委員（谷津由尚）済みません、ちょっと見方

を教えてください。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 
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 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに、御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。 

────────────── 

△議案第３３号 薩摩川内市国際交流セン

ター条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

○委員長（佃 昌樹）次に、議案第３３号薩摩

川内市国際交流センター条例の一部を改正する条

例の制定についてを議題といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは、議

案第３３号薩摩川内市国際交流センター条例の一

部を改正する条例の制定について、御説明を申し

上げます。 

 議案その３、３３－１ページをお開きください。

提案理由につきましては、本会議で説明のため省

略いたします。３３－２ページが改正条文となっ

ておりますが、別途提出しております議会資料

（商工観光部）で説明をさせていただきます。議

会資料（商工観光部）の４ページをお開きくださ

い。 

 改正の趣旨でございますが、薩摩川内市国際交

流センターの利用の促進と併設の産業振興セン

ターや市内の類似施設との利用許可等のバランス

を図るため改正するものでございます。 

 ２の改正の概要にございますとおり、まず、使

用制限の緩和ということで、四角囲みの参考項に

ありますとおり、第１３条第１項第１号の「専ら

営利を目的とするものと認めるとき。」、これを

削除することとしております。すなわち営業を目

的とする団体についても使用を許可するというこ

とでございます。具体的には、チケット販売等に

より入場料を徴収して開催するイベントについて

も開催できるようになり、利用者の増加、使用料

の増が期待できることになります。 

 次に、使用料の改正でございますが、使用制限

の緩和をしたことにより、ア、施設使用料につい

て 、 臨 時 売 店 １ 日 に つ き １ カ 所 当 た り

２，０６０円を追加するとともに、設備使用料に

新たにプロジェクター・スクリーン１回５００円

を追加しております。 

 また、使用制限の緩和をしたことにより、別表

使用料の備考欄のところに、物品販売､臨時販売店

その他の営業を目的とする者が施設敷地内の水道、

電気、ガス等を使用する場合の使用料について、

実費相当額を徴収するということで規定いたしま

した。 

 施行日でございますが、市民・利用者への周

知・広報の期間を考慮して、平成２５年７月１日

としております。周知方法については、広報紙や

ホームページ、また、国際交流協会の機関紙等に

より周知してまいりたいと思っております。 

 以上で、説明を終わります。よろしく御審査賜

りますようお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明が終

わりました。これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（川畑善照）緩和されることは、利用者

の方からも、いろいろ喜んでいただけるというこ

とはわかるんですが、この臨時売店というのは所

定の場所に限ると、所定の場所というのはどこで

すか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）指定の場所と

いうことで、協会のほうで、その施設でここを使

ってくださいと、そういうふうに指定をしますと

いうことです。どこでもというわけではなくて、

「今回はここでしてください」とか、そういうこ

とでございます。 

○委員（川畑善照）わかりました。はい、いい

です。 

○委員長（佃 昌樹）ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。 

○議員（井上勝博）国際交流センターを利用す

る場合に、ほかの施設との違いで、何でこんなに

違うんだろうと思う時があったわけです。それが

例えば、講演をした場合に、講演者の本のみは売

ってはいいけれど、それ以外は売ってはいけない

とか、それから、例えばボランティア団体か何か

の講演に来られたときに、寄附金を募ってはいけ

ないとか、そういうのがあって、何で国際交流セ

ンターだけがそうなのかなとか思ってたんですが、

このことによって、ほかの施設と同様に、そうい

うことができるってことなんですか。 
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○委員長（佃 昌樹）次に、議案第３４号薩摩

川内市企業立地支援条例の制定についてを議題と

します。 

 例えば、その本を売るにしても、２，０６０円

は支払ってくださいよということなんでしょうか。

そこら辺、ちょっと、ほかの施設との違いを教え

ていただけますか。  当局の補足説明を求めます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）今おっしゃる

とおり、そういう、ここの専らのところがあるの

で、そういう制限がかかっていたということでご

ざいます。今回、これを外すことで、ほかの施設

と 同 じ よ う に 今 お っ し ゃ っ た と お り に

２，０６０円払っていただければ、販売ができる

ということになります。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）議案第３４号

薩摩川内市企業立地支援条例の制定についてを御

説明申し上げます。 

 議案その３、３４－１ページをお開きください。 

 提案理由については、本会議で説明のため省略

いたします。 

 ３４－２ページをお開きください。ここからが

条文となっておりますが、一番冒頭にございます

とおり、本条例は、これまでの薩摩川内市企業立

地促進条例を全部改正するものでございます。 

○議員（井上勝博）ほかの施設も、やっぱり本

を売るときに、場所代みたいなもんですよね、取

ってるんですか、ほかの施設も。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）今の参考とし

てましたのが川内文化ホールの規定を見てさせて

いただきました。川内文化ホールでは取ってると

いうことでございます。 

 また、資料として、事前に、議会資料（商工観

光部）を配付させていただいております。議会資

料のほうは、５ページからになります。 

 まず、改正の背景、それから経緯等について説

明をさせていただきますが、資料が多くて申しわ

けございません。別途企画経済委員会資料の

９ページをお開きください。順次説明をさせてい

ただきますので、御了承ください。 

 以上です。 

○議員（杉薗道朗）先ほど川畑委員から出まし

た、この売店の所定の場所の関係なんですけど、

産業振興センターが隣接でありますけれども、あ

そこも物品販売の所定の場所として位置づけられ

るのか、そこはどうなんでしょう。 

 改正の背景及び経緯等についてですが、平成

２４年度、次世代エネルギーを活用した産業振興

と雇用創出、特に雇用創出をテーマに検討を重ね

てまいりました。今回の改正については、企業・

港振興課、商工振興課、新エネルギー対策課の関

係課３課で検討してきておりまして、地域成長戦

略を踏まえた今後の企業支援・企業誘致策として、

企業立地支援方針を作成し、条例化したものでご

ざいます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）産業振興セン

ターのほうは、今のこの、専らの規定がございま

せんので、もともと。以前からということですか

ね、こういう同じような状態で使えるということ

でございます。 

○議員（杉薗道朗）はい、わかりました。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 これより、討論・採決を行います。討論はあり

ませんか。 

 まず、現状及び本市をめぐる動向等でございま

すが、これまでの自治体の企業誘致施策は、より

多くの雇用創出効果が期待できる製造業をターゲ

ットに取り組んでまいりましたが、国内製造業を

取り巻く環境は、長引く景気の低迷など非常に厳

しいものとなっています。また、本市をめぐる動

向といたしましても、自治体間の企業誘致合戦の

激化、ＦＩＭ撤退などによる雇用環境の閉塞感が

漂い、若者の流出という現状がございます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決をいたします。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。 

 そこで、今後の方向を探るため、平成２４年度、

企業のニーズや他自治体の施策について、約

１００件のヒアリング調査を行ってまいりました。

企業の意見、ヒアリングの結果といたしましては、

各自治体の補助制度に多少の違いはあるものの、

────────────── 

△議案第３４号 薩摩川内市企業立地支援

条例の制定について 
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ほぼ同じであるということ。それから、補助金制

度は企業誘致の最終的な決め手にはなり得るが、

動機にはなりにくいこと。また、安定的な経営の

ための環境整備や操業支援の希望が多くありまし

た。 

 これらのことから２の今後の方向性ということ

で、補助金制度はインパクトのあるものが必要と

いうことや息の長い側面的なソフト面での支援が

必要ということを課題として挙げ、成長戦略の四

つの戦略ビジネス分野をターゲットとしていくこ

とや、地域の人材や資源にも着目し、本市に愛着

を持った起業家の支援や、サービス業にも目を向

けた企業誘致に早期に取り組むことが重要である

としたところでございます。 

 ３の具体的な取り組みのイメージといたしまし

て、起業・転業などを含めた地場・立地企業の育

成やきめ細かな企業誘致を推進するため、企業活

動の一連のサイクルを局面に応じてサポートして

いくため、３本の柱ということで立てさせていた

だきました。 

 まず、一つは、新たな需要の掘り起こしを探る

ベンチャー企業の誘致・育成、市内若者等の新規

起業の後押しでございます。新規起業者等に対す

る補助制度の創設や販路拡大・ＰＲ等を既存のメ

ニューも活用しながらサポートしていくとするも

のでございます。 

 二つ目に、電源地域にマッチした雇用創出産業、

エネルギー産業等に対するサポートの強化でござ

います。幅広い企業ニーズと地域成長戦略を踏ま

え、企業立地促進条例を拡充、また、雇用に着目

した補助制度と次世代エネルギーに特化した補助

金の創設をするものでございます。 

 三つ目に、まちの人財、立地企業をフルに生か

すための仕組みづくりでございます。人財は、あ

えて財産の「財」としております。ヒアリング調

査等により、企業からの声の多かった側面的な企

業支援、企業の求めるスピードや幅広いニーズへ

の対応、企業との信頼関係を構築するための担当

者の固定化などに対応するための仕組みづくりを

行うものでございます。 

 資料の１０ページをお開きください。 

 二つ目にございます、これからのイメージと言

うところでございますが、今後は、従来の補助制

度や支援制度、新制度の活用を、図のとおり企業

の一連のサイクルに応じて適用し、支援していこ

うとしております。 

 下の矢印のところに記載してございますのは、

一連の企業サイクルを通して、外郭団体等により

きめ細かなサポートを実施することと既存の国県

のサポートや企業誘致サポーター「ゆっか助っ

人」でございますが、等の有効活用を図ろうとす

るものでございます。 

 ４の関係条例、要綱の整備イメージでございま

す。今回、創設します制度等については、既存の

企業立地促進条例の全部改正を行い、補助制度の

内容については、企業ニーズや産業動向にスピー

ディーに対応するため、新たに要綱・要領を制定

し対応することといたしました。 

 条例では、資料にありますように、審査会や助

成制度の取り消し、固定資産税の減免など、骨子

の部分を規定し、要綱では、起業・ベンチャーへ

の支援制度、成長戦略分野に対する支援、次世代

エネルギーへの支援を補助制度ごとに制定をして

おります。 

 各制度の詳細は、後ほど説明いたしますが、⑤

の雇用創出貢献報奨金制度につきましては、現在

検討中でございますので、後ほど所管事務の中で

案について報告をさせていただきたいと思ってお

ります。 

 １１ページでございます。参考としまして、立

地企業等の支援や企業誘致を行うための仕組みづ

くり、組織としまして（仮称）薩摩川内市産業振

興センターのイメージを示してございます。 

 この組織の整備につきましては、先ほど申しま

した企業の求める幅広いニーズ、スピードなどへ

の対応、柔軟な対応、きめ細かなサービスの提供

を既存の資源を活用して、ワンストップで行う組

織として整備できたらと考えておりまして、平成

２５年度は、調査研究を行うということにしてお

ります。 

 それでは、制度の内容について御説明を申し上

げます。 

 別の議会資料（商工観光部）の５ページをお開

きください。 

 改正の趣旨、企業立地支援制度改正の概要、

６ページに３、改正の内容を記載してございます

が、ここまでちょっとお目通しいただきまして、

７ページをお開きください。各制度の説明をいた

します。 

 まず、新設の新産業創造事業補助金でございま
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す。これは、新規に起業、それから、既存企業の

異業種への参入、ベンチャー企業など、企業の立

ち上げに対し、支援を行うものでございます。 

 次に、④の新規雇用者数については、操業開始

時を操業１年以内にしております。操業開始時に、

雇用を確保することが難しくなっており、１年の

猶予を持たせたものでございます。  対象経費にありますとおり、立ち上げ時に必要

なコンサルタント料、家賃や施設使用料、会社設

立に必要な経費、新規雇用の人件費などについて、 

 次に、⑤の投下固定資産については、土地・建

物を賃借、設備もリースという形態も出てきてい

るため、条件を削除することといたしました。 補助内容にありますとおり、①新規産業創出と②

転業、③起業、④雇用創出の区分で、補助率３分

の１から３分の２、起業の事務費は１０分の１０、

雇用については、④の雇用創出にありますとおり、

補助上限額を定額で補助するものでございます。

申しわけございませんが、資料のほうに、一人当

たり５０万円ということで、この雇用創出のとこ

ろに書いてございますが、３０万円の誤りでござ

います修正をお願いいたします。１人５０万円が

１人３０万円でございます。申しわけございませ

ん。 

また、一番下の米印のところにありますとおり、

今回、補助金の返納規定も追加しております。操

業を開始した日後、１０年以内に事業を休止また

は廃止したときは、補助金の全部または一部の返

還を求めることができることしております。 

 次に、９ページのほうが補助内容でございます。

改正点を説明いたします。 

 ②の用地取得補助から④の賃借費補助は、選択

になりますが、一番有利な補助を選んでいただく

ということになりますが、それぞれ限度額の雇用

者数を先ほどの要件の緩和により操業1年以内とい

うことで書いております。 

 なお、それぞれに上限額を設定しておりますが、

地域成長戦略分野、アンダーラインの部分でござ

いますが、ここについては、限度額を２倍として

おります。 

 ②の用地取得費補助については、市で造成した

土地等への立地の場合、補助率を１割増すという

ことにしております。  なお、本補助金については、商工振興課で担当、

所管をすることとなっております。  ③の施設設備費補助については、ほかの②、③

の補助率と比較して低率となっていたため、新設

１００分の２を１００分の１０へ、増設・移転の

１００分の１を１００分の５へ引き上げておりま

す。 

 次に、８ページをお開きください。 

 企業立地支援補助金でございます。これにつき

ましては、従来の企業立地促進補助金を改正する

ものであります。進出企業及び立地企業の施設設

備の増設など、主に企業の進出や増設など企業の

成長時に適用することとなります。 

 また、補助対象に水道施設、通信等光回線の設

備等を追加しております。 

 この８ページにつきましては、補助要件を記載

してございます。右側の改正案の中のゴシック体、

太字の部分が変更した部分になります。 

 なお、この補助金については、引き続き企業・

港振興課で担当をしてまいります。 

 次に、１０ページでございます。 

 まず、業種では、地域成長戦略に対応するため、

医療・介護周辺関連施設・次世代エネルギー関連

施設を追加し、拡大しております。食品ビジネス、

観光ビジネス等については従来の業種の中で対応

することとしております、 

 新設の地域成長戦略促進補助金でございます。

地域成長戦略分野について、企業立地支援補助金

の２階建て補助ということでつくったものでござ

います。 

 補助対象は、地域成長戦略分野への参入者でご

ざいます。  なお、追加した２業種の定義については、表の

下に用語の定義として記載してございますので御

参照ください。 

 補助内容をごらんください。①でございます。

企業立地支援補助金の先ほど説明いたしました②

用地取得費補助、③施設設備費補助、④賃借費補

助、⑤通信費補助と同様の内容で、成長戦略分野

については、限度額を２倍とするものでございま

す。 

 次に、②の建物要件でございます。ここについ

ては、要件を緩和し、施設整備のみとしておりま

す。これは、建物を賃借により操業する場合があ

り、これに対応するため除いたところでございま

す。  ②では、企業立地支援補助金の新規雇用補助の
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内容と同じで、一人当たり３０万円を５０万円に

引き上げるということ、次世代エネルギー関連施

設については１００万円に引き上げるということ、

限度額を１０億円というふうにするものでござい

ます。５０万円の補助で２，０００人、１００万

円の補助で１，０００人というような規模になる

と思います。 

 この補助制度については、公募により広く募集

をしたいと考えておりまして、限度額を１０億円

としたのには、ＰＲ効果を狙い、インパクトを強

くしたところでございます。 

 この補助金については、企業・港振興課で担当

をしてまいります。 

 次に、１１ページでございます。新設の次世代

エネルギー事業推進補助金でございます。市内に

おいて、次世代エネルギー発電施設等の設置を行

う事業者等に対して助成を行い、次世代エネル

ギーの導入促進を図るものでございます。 

 補助対象は、新エネルギー発電施設等を設置す

る事業者で、補助内容は、発電施設の設置に際し、

事業者が負担することとなる土地・建物の固定資

産税相当額を補助金として交付するもので、上限

を１００万円としております。⑤に記載のとおり

実施期間を当面３年間とするものでございます。 

 この補助金については、新エネルギー対策課で

担当することとしております。 

 最後に、改正後の補助金制度については、平成

２５年４月１日施行としております。 

 以上で、説明を終わりますが、本件に関係しま

す、商工振興課、新エネルギー対策課も同席をさ

せていただいておりますので、所管分野に係る質

疑については、それぞれの所管課から回答いたし

ますことを御了承いただきたいと思います。 

 それでは、よろしく御審査賜りますようお願い

申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）当局の説明が終わりまし

たが、これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。非常に膨大な資料で、大変だ

と思いますけど。 

○委員（川畑善照）大体こう、全てにおいて四

つの分野、地域成長戦略分野というのが、食品、

次世代エネルギー、医療・介護周辺、観光、範囲

はこれでいいんだとは思うんですけれども、可能

性が大変厳しいんじゃないかと思うんです。ただ、

インパクトのある限度額の１０億円というのは、

大変大きな企業じゃないかなと思うんですけど、

やはり積極的にそういう地方に進出するような大

きな企業に当たっていらっしゃるのか。そして、

その感触というのは、どんなもんですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）ことしも大体、

今のところ１００社ぐらい訪問をさせていただい

て、その中で、なかなか進出をというところは厳

しい状況でございます。ことし１件、１２月に立

地協定を結ばさせていただきましたが、そこも当

初、雇用人数は１１名ということでございます。 

 あと、立地協定が近いうちにもう１社できたら

なというふうには考えておりますけれども、訪問

している中で、なかなか立地をしていただくとい

うのは厳しいという現状がございます。 

 今回新たに、四つのこの分野を重点分野として

設定しましたことで、平成２５年度につきまして

は、新しい企業の開拓、訪問企業の開拓というの

もしなければいけないと思っておりますので、見

本市とか展示会とか、そういうところにも顔を出

しながら、新規の分野への企業さんの開拓も行っ

て行きたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○委員（川畑善照）円安になって輸出のほうは

いいかもしれんけど、いろんな労働条件等、大変

また状況としてはよくなっていきそうなふうで、

逆に立地が難しくなるんじゃないかと、この日本

国内の地方は。そういう感じを受けんでもないわ

けですけれども、簡単に言いますと、大きな企業

となると、食品で言うと、まず薩摩川内市は「か

っぱの里」と言われるわけですけれども、カル

ビー食品とか、そういうのが本当はあればいいん

ですけど、鹿児島市につくってるんです。それは

もう何十年も前ですけど、鹿児島の卸団地のとこ

に進出してますけど、そういう何かこう、薩摩川

内市にやはりイメージ的に合うようなところに、

やっぱり当たるべきじゃないかなと思います。 

 いずれにしても、国外でもつくってますので、

韓国やら中国でもつくってますので、なかなか難

しいとは思うんですけれども、そういうところが、

例えば富士通の跡とか、そういうところも、前、

私もちょっと、ソニーコンダクターのことも言い

ましたけれども、いずれにしましても、何かこう、

将来閉鎖するところの跡地利用とか、あるいはそ

ういう薩摩川内市に関係のある、そういうところ

を積極的に当たっていただければなと思います。 

－28－ 



 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）要望です。 

 ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（杉薗道朗）さっきの続きでこの、（仮

称）薩摩川内市産業振興センターのイメージとい

うことで説明がありましたが、もう少し詳しくお

聞きしたいと思うんです。 

 国際交流センター併設の、この産業振興セン

ターは、以前も一般質問した経過がありますけれ

ども、センターという名はついてるものの、いわ

ゆる企業等のそういう製造品とか、そういうのを

若干、以前は並べてあって、本当に機能として働

いてなかったという現実があったわけです。そこ

でちょっとお話して、展示、ディスプレー等も少

し考慮していただいたわけですけれども、今は結

局、センター、箱物としてのもう中身がないよう

な状況で、全く活用されてないなという思いをず

っとしてきたんです。 

 今回、こういうふうにして、多分にあの施設を

使った、この（仮称）薩摩川内市産業振興セン

ターということで立ち上げられたんだろうなとい

うふうに思うんですけれども、もう少し具体的に、

どう取り組んでいくんだという、どういうふうに

活用していくんだという、人的なそういうマンパ

ワーも含めて、あの施設がどうよみがえるのかな

という期待感もあるんですが、そこを若干説明し

ていただけますか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）この組織につ

きましては、これまで調査を昨年やってきました

中で、側面的な支援とか、きめ細かなサービスと

かサポートが欲しいと、あればというような調査

の中での意見等があったことが、一つのきっかけ

になっております。 

 議員がおっしゃったように、あそこの施設を使

うということも視野に入れながら、今後、企業の

ＯＢさんとか、またＵターンの方とか、地元の企

業をやめられた方、そういう方々の人材活用とか、

そういうことも含めて、今、そういう方々の人脈

とか、そういうのも生かしながら、組織をあそこ

に一つつくって、私なんか市の職員で回る企業訪

問とかそういうのも、向こうにもある程度、担っ

てもらいながら、スピード感のあるこういう対応

が、民間と民間同士の対応ができたらなというふ

うに考えているところです。 

 ２５年度は、こういう組織としては鹿児島市、

鹿屋市が今ございますので、そこの調査と、あと

県外で先進地があれば、そういうところの調査を

させていただきながら、薩摩川内市として、より

独自性のあるような、何か機能的に動けるような

組織ができたらなというふうに考えております。 

○議員（杉薗道朗）大体そういうイメージかな

というふうに思います。常習的にやっぱりこう、

ある程度、民間人材を活用しながら、ぜひ、あの

施設が生かされて、当然さっきの国際交流セン

ター等含めて、また物販等々もできるようになり

ますので、大いに利活用していただければなとい

うことをお願いしておきます。 

 以上です。 

○議員（井上勝博）ちょっと非常に膨大なもん

で、今までとの違いとか、そういうのがよくまだ

飲み込めてないところがあるんですけれども、以

前も本会議でも紹介したことがあるんですが、政

府が、企業が海外へ行く場合に、何で行くのかと

いう動機についてアンケートをとったことがあっ

て、その第１位が、そこに需要があるからという

のが第１位だったということで、結局、日本の景

気が冷え込んでいるから海外に出ていくというこ

とが浮き彫りになるような結果だったんです。 

 だから、やっぱり企業が、例えば地方に行く場

合に、何を求めて、その地方に工場を立地したり

とか、そこに進出したりとかというふうになるの

かということについて、何らかの調査というか、

されているんだと思うんですけれども、どのよう

な結果があるんでしょうか。ちょっとそういうの

を教えていただけますか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）２４年度に調

査をした中で、企業さんのニーズというのも調査

をしたと、先ほども申しました。その中では、自

治体に対するいろんな施策とか、そういうのを聞

いてきたところでございます。 

 あと、電源地域振興センターのほうで、企業さ

んを訪問して、どういうのがっていうのがありま

すので、そちらのほうを、ちょっとグループ長の

ほうから答えさせていただきます。 

○企業誘致グループ長（末永知弘）電源地域

振興センターに委託をいたしまして、調査をかけ

ております。全国の約５，０００社に対しますア

－29－ 



ンケートを取得しているところでございます。 ［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。  やはり、企業進出の動機となる部分でございま

すけれども、やはり私どもも企業誘致のセールス

に参った際にも、そういう意見を出されるんです

が、やはり需要があるというところはございます。

近くに取引先があること、あるいは、技術などの

提携ができる企業さんがあること、というものも、

よく聞かれる意見でございます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。  あと、そのほかには、やはり各自治体の助成制

度が優位であるとか、あとは土地の価格の問題、

あと、インフラの整備がなされているかと、そう

いうような要望が多いようでございます。 

────────────── 

△議案第３５号 薩摩川内市甑島旅客待合

施設条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  以上でございます。 

○議員（井上勝博）今回、富士通がああいうふ

うな形で工場を売却するようなことをやってしま

ったわけですけれども、そういったものに対する

歯どめみたいなものは考えていらっしゃいません

か。ただ、「補助金を返せ」だけじゃなくて、そ

ういうことはしない、そういう信頼関係をつくる

ような、何て言ったらいいんでしょう、そういう

ことが起こらないような仕掛けっていうことは考

えられないんですか。 

○委員長（佃 昌樹）次に、議案第３５号薩摩

川内市甑島旅客待合施設条例の一部を改正する条

例の制定についてを議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは、議

案第３５号薩摩川内市甑島旅客待合施設条例の一

部を改正する条例の制定について、御説明を申し

上げます。 

 議案その３、３５－１ページをお開きください。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）かねてのやっ

てることとしましては、市内企業を定期的に訪問

させていただいて、今の現状等を聞いたりとか、

そういうことをしていくということ。それから、

平成２５年度、後でちょっと出てまいりますけれ

ども、これまでも立地企業の研修会とか、講演会

とか、懇親会とか、そういうのもやっております

が、市内の立地企業等の全体をまとめる仮称でご

ざいますけれども、市内企業連絡協議会みたいな、

そういう組織を設立したいというふうに考えてお

ります。 

 提案理由につきましては、本会議で説明のため、

省略いたします。 

 ３５－２ページが改正の条文となっております。 

 改正の内容について、御説明をいたします。 

 まず、第１条をごらんください。第１条では、

これまで対象者を市民及び一般客としておりまし

たが、今後の甑島振興のことを考慮し、今回、観

光客を追加したところでございます。 

 次に、第２条以下の説明につきましては、別途

提出いたしております議会資料（商工観光部）の

１２ページで説明をさせていただきます。 

 また、今回のただいま説明いたしました、この

企業立地支援条例の中では、企業誘致施策ではな

くて、市内の、今、立地しております企業への、

転業とか、増設に対する支援とか、そういうもの

も含んでおりますので、今後は立地企業に対する

支援体制・サポート、そういうのも視野に入れて

取り組んでいきたいというふうには考えておりま

す。 

 １、改正の趣旨、２、改正の概要についてでご

ざいます。甑島航路改善計画による寄港地集約に

伴い、旅客船の待合所として利用のなくなりまし

た中甑港・平良港・手打港旅客待合所を普通財産

として、条例から削除するとともに、鹿児島県か

ら移譲されます里港・長浜港旅客待合所について、

本市で管理運営する必要があるため、追加するも

のでございます。 

 以上です。  また、あわせまして、これまで各旅客待合所で

使用区分毎の定額等であった施設使用料を、１平

方メートル当たり単価に改正するものでございま

す。改正後の使用料については、１月当たり、

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 これより、討論・採決を行います。討論はあり

ませんか。 
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１平方メートル当たり６５０円とするものであり

まして、面積に１平方メートル未満の端数がある

場合は、切り上げとして、１平方メートルとして

計算することとしております。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）ここで、審査を一時中止

しておりました議案第５９号平成２５年度薩摩川

内市一般会計予算を議題といたします。 

 施行日につきましては、現在の施設使用者への

説明を行い、平成２５年４月１日から施行するこ

ととしております。  当局の補足説明を求めます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）議案第５９号

平成２５年度薩摩川内市一般会計予算のうち、企

業・港振興課分について御説明を申し上げます。 

 以上で説明を終わります。よろしく御審査賜り

ますようお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま、当局からの説

明がありましたが、これより質疑に入ります。御

質疑願います。 

 歳出について、御説明を申し上げます。 

 予算調書の１７２ページでございます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］  ２款１項８目事項国際交流事業費１，５４１万

４，０００円は、友好都市常熟市や韓国昌寧郡と

の友好交流、国際交流員招致、国際交流協会の運

営支援などに要する経費でございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑を認めます。 

○議員（杉薗道朗）済みません、参考までに。 

 使用料の改善があるんですけれども、仮に同じ

現状のスペースを使用される場合に、この１平米

当たりの単価にしたときには、余計安くなるんで

すか。そこだけ、ちょっと教えてください。 

 経費の主な内容は、中国国際交流員１名の人件

費のほか、中国常熟市への公式訪中団の派遣、韓

国昌寧郡からの公式訪日団の受け入れのための渡

航斡旋・受入業務委託。また、自治体国際化協会

など３件の関係団体等への負担金、国際交流協会

運営補助金が主なものでございます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）鹿島港の待合

所が従来から残っていくということになりますけ

れども、鹿島港につきましては、若干、上がると

いうことになると思います。ただ、中甑、手打と、

今回廃止ですけれども、そこと比較すると安くな

ったりとか、だから、施設ごとにちょっとばらつ

きがございましたので、今回統一ということで、

そういうふうになりました。 

 次に、事項国際交流施設等管理費２，２５７万

円は、国際交流センター、外国人研修生宿泊施設

の適切な維持管理に係る経費でございます。 

 経費の主な内容は、指定管理業務委託を行う国

際交流センターの管理代行委託が主なものでござ

います。 

 もちろん、また県のほうから受ける二つの里・

長浜については、安くなるという方向でございま

す。 

 次に、１７３ページでございます。 

 ７款１項２目事項川内港利活用推進事業費

６，１１７万円は、定期コンテナ航路の安定的継

続と川内港の利活用推進に係る経費でございます。 ○議員（杉薗道朗）はい、わかりました。あり

がとうございます。  経費の主な内容は、川内港利活用推進員１名の

人件費のほか、韓国へのポートセールスのための

渡航斡旋業務委託、県国際航路開発促進協議会負

担金など５件の負担金、かごしま川内貿易振興協

会への補助金が主なものでございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 これより、討論・採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。  本補助金につきましては、協会の運営補助のほ

か、川内港を利用した荷主への貿易補助金などが

ございます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに、御異議ございませんか。  次に、事項企業立地対策費４，１２１万

２，０００円は、地域経済の浮揚及び雇用の増大

を図るため、企業誘致を推進する経費でございま

す。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。  経費の主な内容は、企業チャレンジセミナー開
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催のための委託料、県企業誘致推進協議会負担金

など５件の負担金、昨年立地協定を締結したしま

したネクサスプレシジョン、また、オリンピア商

事、アクセレートデバイスに対する用地取得費･施

設設備費・賃借費・新規雇用補助金が主なもので

ございます。 

１団体２０名分２０万円を増額したところでござ

います。 

 次に、川内港臨時寄港事業、蘇州号でございま

すが、これにつきましては、２４年度休止し、

２５年度も中国内外の情勢の変化により休止する

ことといたしました。また、２６年度に向けては、

情勢の変化や関係機関等の意見も聞きながら判断

したいというふうに考えております。 

 次に、１７４ページでございます。 

 事 項 甑 島 航 路 事 業 費 ９ 億 ７ ， ６ ２ ２ 万

６，０００円は、川内甑島航路開設に向けた新高

速船建造、川内港待合所及び待合所周辺施設整備、

甑島各港待合所の維持管理に要する経費でござい

ます。 

 次に、友好都市交流事業の平成２５年度事業と

いうことで、常熟市とは、本市から今回、公式訪

中団を派遣することとなります。また、昌寧郡と

は、昌寧郡からの公式来日団を受け入れることと

なります。なお、昌寧郡からは、昌寧郡の役所の

若手の職員が研修ということで、２０人を本市に

派遣し、研修をさせたいという計画がございます。

本市としては、この受け入れ業務を予定しており

ます。また、昌寧郡からは、公式訪日団とあわせ

て青少年交流として中学生を派遣するという予定

もございまして、学校教育課のほうで対応という

ことになっております。 

 経費の主な内容は、川内港待合所周辺関連設備

実施設計委託、川内甑島航路新高速船建造工事及

び川内港待合所新築工事、川内港待合所関連施設

等整備工事に係る工事請負費、財団法人九州運輸

振興センター負担金のほか、新高速船予約発券事

業補助金、川内港乗降タラップ補助金などが主な

ものでございます。 

 次に、歳入について御説明を申し上げます。 

 予算調書の４３ページでございます。  次に、川内港利活用関係でございます。 

 １ ４ 款 １ 項 １ 目 総 務 使 用 料 ２ ４ ３ 万

２，０００円は、国際交流センター施設使用料で

ございます。 

 かごしま川内貿易振興協会事業補助金について、

平成２４年度コンテナ取扱量が１万９，０１０Ｔ

ＥＵと増加したことにより、貿易補助金、コンテ

ナ補助金でございますが、これを増額しておりま

す。また、市内産品輸出促進支援事業補助金につ

いて、従来の商談会等への出展経費に対する補助

に、新たに事前の現地調査等の経費への補助を加

えたところでございます。 

 同項５目商工使用料２５９万８，０００円は、

甑島各港及び川内港の待合所使用料でございます。 

 １５款２項国庫補助金５目商工費補助金２億

４，５７０万円及び２段下の１６款２項県補助金

５目商工費補助金８，１９０万円は、新高速船建

造に係る国及び県からの補助金でございます。  次に、１３ページでございます。 

 １ ６ 款 ２ 項 県 補 助 金 １ 目 総 務 費 補 助 金

２，０００万円は、川内港待合所周辺整備に係る

県からの補助金でございます。 

 企業誘致関係でございますが、ゆっか助っ人

（企業誘致サポーター）、これのＰＲ名刺の作成

をするとしております。企業誘致に関する本市の

制度紹介やさまざまな情報を提供いただくツール

として名刺を作成し、皆様に配布することといた

しております。 

 １７款１項財産運用収入１目財産貸付収入

１８３万５，０００円は、外国人留学生宿泊施設

を鹿児島純心女子大学に貸し付け、効率的に運用

するための使用料でございます。  次に、立地企業ガイドブックの作成でございま

す。企業訪問の中で、取引や連携できる工場が周

辺にあるかということや、市内企業の製品等を紹

介することで新たな取引先を開拓することなどを

目的に、立地企業のみならず地場企業についても、

会社紹介の記事を掲載して、このガイドブックを

作成し、企業訪問等に活用したいと考えておりま

す。 

 次に、当初予算に関しまして、補足して説明を

させていただきます。 

 企画経済委員会資料の１２ページをお開きくだ

さい。 

 まず、国際交流関係につきまして、海外交流派

遣団助成事業補助金について、友好都市等との交

流を実施する団体に旅費の助成を行うもので、昨

年、韓国昌寧郡と友好都市を締結したことから、  次に、市内立地企業による協議会の設立という
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ことで、先ほど申しました市内立地企業の人的、

また技術の交流促進のため、（仮称）市内企業連

絡協議会を設立したいというふうに考えておりま

す。 

 次に、企業支援組織の設立に向けた調査研究と

いうことで、先ほど申しました、支援センターの

調査・研究をしたいというふうに考えております。 

 次に、１４ページでございます。甑島航路事業

関係でございます。 

 まず、新高速船建造及び各種施設等の整備につ

いては、平成２６年春の開設に向け、新高速船の

建造や各種施設整備及び諸調整を行うこととして

おりますが、表に記載のとおり、新高速船の建造

につきましては、建造費６億１，４２５万円を予

算措置したほか、川内港待合所及び周辺整備とし

て、市において、待合所整備１億６，２００万円、

待合所周辺施設工事１億３，０３０万円を予算措

置しております。 

 なお、待合所周辺施設工事においては、一部、

県の補助事業を活用することとしており、補助金

２，０００万円を計上しております。 

 次に、予約発券システムの整備でございます。

インターネットによる予約、予約券の発券、欠航

のお知らせなどのシステムを整備し、利用客の利

便性の向上を図るため、予約発券システムの整備

を行います。 

 内容、予定でございますが、全国どこからでも

インターネットにより予約ができるシステムのほ

か、各待合所への予約券発券機の設置や、川内駅

バス待合所などへの欠航等のお知らせ表示板を整

備することとしております。 

 次に、１５ページでございます。新高速船建造

等スケジュールについて、今後の計画、予定を説

明させていただきます。 

 新高速船建造につきましては、５月に起工式、

１１月に進水式、３月に完成・引き渡し、その後、

３月中に運航事業者側との貸与契約や乗組員の操

船訓練を行い、４月に試運転の後、その月内で就

航というような予定をしております。就航時期に

ついては、まだ明確でございません。 

 また、この間、運航事業者で行う７月の航路変

更申請や１２月には待合所設置条例や貸付契約の

議案の提案、２月に航路変更承認を受け、船舶登

記を行うというような予定としております。 

 また、待合所関連施設等の整備につきましても、

就航に間に合うように待合所及び周辺整備、予約

発券システム、シャトルバスの整備等を行ってま

いりますとともに、県においても川内港の浮桟橋

や里港、長浜港の接岸施設等の整備をお願いして

おり平成２６年春の就航に間に合うように進めて

いくと聞いております。 

 このスケジュールにつきましては、あくまでも

予定でございまして、今後、各事業等の進捗状況

等により変更される場合がございますことを御了

承ください。 

 なお、新高速船の就航に向けて全力を挙げて取

り組んでいきたいというふうに考えております。 

 以上で、企業・港振興課に係る一般会計予算に

ついての説明を終わります。よろしく御審議賜り

ますようお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま、当局からの説

明がありましたが、これより質疑に入ります。御

質疑願います。 

○委員（谷津由尚）企業誘致関係で１点。企業

誘致サポーター、通称ゆっか助っ人っていうんで

すか、これ。この方の役目と、活動をされるフ

ィールドというのはどこになるんですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）もともと企業

誘致推進員というのが７名で、平成２３年度まで

ありましたが、高齢化等によりまして、一応、最

終的には３名になってたもんですから、お退きを

いただいて、その後、関西・関東郷土会の方々を

中心に、企業誘致等の情報を集めるために、ゆっ

か助っ人という制度をつくりました。それで、登

録をさせてもらうということで、企業訪問の際、

あと、郷土会の総会の際に、お願いをしてきてお

ります。 

 現在３３名の方に登録をしていただいておりま

すが、主には情報の提供をいただくということで

ございます。できるだけ多くの方に登録をしてい

ただきたいということで、今後も拡大には努めて

まいりたいと思います。 

 なお、今回、後ほど報告させていただきます報

奨金制度の関係もございまして、新たに設置要綱

等もあわせて整備をしながらしてまいりたいと思

います。 

 情報がありましたら、その企業さんへの案内、

仲介等も含めて行っていただきたいということで、

今後、進めてまいりたいというふうに考えており

ます。 
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 以上です。 

○委員（谷津由尚）関西地区とか関東地区にお

られる方が、この役目をされるということなんで

すね。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）今、登録をい

ただいているのが、関東の方、関西の方、郷土会

の方はですね。それに、福岡の薩摩川内会の方に

も、お願いはしておりますが、それに限らず、今

この話を持っていくのが、そういう団体に持って

いきやすかったもんですから、そういうふうにし

ておりますけれども、今後いろんな方からの御紹

介等も受けながら、なるべく多くの方に登録をし

ていただけたらなというふうに考えておりますの

で、議員の皆様方にも外に出ていらっしゃるそう

いう方で、御紹介いただければというふうに考え

ております。 

 以上です。 

○商工観光部長（末永隆光）実はこの制度につ

きましては、私、昨年の夏に東京薩摩川内会、そ

れから、近畿薩摩川内会に出向きまして、制度の

概要の説明をしてまいりました。その場において

サポーターを募集いたしました。 

 なっていただいた方は、ほとんどの方々が会社

の経営者であったり、会社の重役だったり、そう

いう方々が非常に多うございますので、そういう

方々のネットワークを生かしながら、本市に、課

長が先ほど言いましたように、いろんな情報を提

供していただいているところでございます。こう

いったのを今後活用しながら、企業誘致に積極的

な展開をしていきたいと思っております。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）現時点で、この方々から具

体的な情報というのは来ているんですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）去年の夏ぐら

いから入ったんですが、今のところ、まだござい

ません。 

 ただ、登録された方については、そういう会の、

また役員会とか、そういうところで会員の募集を

してあげるからねとか、そういうことの話はござ

います。なるべく多く登録していただいて、でき

るだけ多く、少しでも情報を集めたいというふう

に考えております。 

○委員（谷津由尚）首都圏の企業が、この鹿児

島の言うなれば、日本列島の端っこに行くという

のは、やっぱりそれなりの相当な勇気と決断と理

由がないとできないことだと思います。 

 首都圏の企業が、どういうところに魅力があっ

て、そういう判断に至るのかというのを、やはり

一人でも多くの方からいろいろ多角的に聞き出し

ていただいて、それをまた今後の活動の判断材料

にしていただければと思います。お願いします。 

 以上です。 

○委員（宮里兼実）ちょっとお聞きしますけど、

入来の富士通ＦＩＭ、これはあそこが撤退したと

きに、土地・建物はどういうふうに、あれは全部

もう土地も富士通のものなんですか。もちろん建

物はだと。土地はどういうふうになってるんです

か。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）後ほど、所管

事務のところで、全体的なまた流れ、今までの経

過とかも、ＦＩＭの関係報告をさせていただきま

すので、そのときのお答えでよろしいでしょうか。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）ちょっと説明してもらい

たいのが、企業誘致関係、ゆっか助っ人とか新規

事業の企業誘致ガイドブックのところで、

１．０５というケースが出てくるんだけど、説明

をお願いします。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）５％の消費税

の。済みません。 

○委員長（佃 昌樹）ああ、５％の消費税の。

わかりました。 

 では、委員外議員ありませんか。 

○議員（井上勝博）とても説明はあるみたいで

すが、ちょっと予算との関係で、少し知りたいん

ですが、このコンテナに対する補助金があります

よね。これは、かごしま川内貿易振興協会事業補

助金の中に入っているという理解でいいのか。そ

うすると、全部これをコンテナの補助金になると

いうことではないんでしょうけれども、もし仮に

なったとしても、２，０００個のコンテナの量に

なるわけですが、２，０００個というので見ると、

後 の グ ラ フ と の 関 係 で い う と 、 取 扱 量 が

３，０８２で、実入りが１，９４３、空が

１，１３９となっていますが、この辺のちょっと

仕組みについて、説明いただきたいんです。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）この補助金に

ついては、ほかの補助金と合わせて、かごしま川

内貿易振興協会の中に入っています。一部です。
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全部ではございません。運営補助金とか、そうい

うのもございます。 

 それで、この出してるコンテナ数につきまして

は、事業者のほうから全て１００％補助金として

請求が来るものではないということと、それと、

新規の場合で上限５０万円、継続の場合で上限

４０万円という打ち切りになっておりますので、

コンテナ数としては、その一部になるということ

でございます。 

○委員長（佃 昌樹）いいですか。 

 質疑は尽きたと認めます。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局からの所管事務についての報告をお願いい

たします。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは、所

管事務ということで、報告をさせていただきます。 

 企画経済委員会資料の１６ページをお開きくだ

さい。 

 初めに、企業誘致関係でございます。 

 まず、企業立地支援戦略方針（案）ということ

で、御説明いたします。この戦略方針につきまし

ては、先ほど説明いたしました企業立地支援につ

いて、目標や具体的な取り組みについて定めたも

のでございます。 

 内容については、実施期間を平成２５年度から

平成３２年度までの、資料のほうでは、申しわけ

ございません。「７年」となっておりますけれど

も、数え間違いをしておりまして、「８年」でご

ざいます。「８年」に修正をお願い申し上げます。

８年間といたしております。 

 基本的な考え方、重点分野にございますとおり、

誘致活動、地場企業支援活動、支援体制の整備、

戦略の四つの基本的な考えのもと、重点分野の四

つのビジネスを柱に、積極的な企業誘致活動等に

取り組むということにしております。 

 １７ページをお開きください。計画期間、ここ

も７年で計算をしておりますので、目標のところ

が「３５件」のところを「４０件」に修正をお願

いをいたします。「７００人以上」が「８００人

以上」ということになります。「４０件」と

「８００人」に修正をお願いいたします。 

 ８年間の目標を、今、申しました４０件、

８００人以上というふうにしております。年間目

標が、１年でありますが、５件１００人以上とい

たしております。 

 見直し前もつくっておりましたが、そのときに

は、年間５件、１２５名としておりましたが、大

変、今、厳しい経済情勢の中で、より現実的な目

標ということで、１００名というふうにさせてい

ただいたところでございます。 

 次に、戦略でございます。具体的な取り組み事

業といたしまして、戦略１、相互理解、戦略２、

支援、戦略３、連携という三つの柱を立て、取り

組むことといたしております。 

 戦略１の相互理解では、ホームページの活用の

ほか、予算関係で説明いたしましたパンフレット

やガイドブックの活用、企業訪問や見本市などで

の情報収集の継続などを行ってまいりたいと考え

ております。 

 １７ページから１８ページになりますが、戦略

２の支援では、各種補助金のＰＲ、川内港利活用

との合同セールスや支援組織設立の調査研究など

を進めてまいります。 

 また、１８ページでございますが、戦略３、連

携では、企業誘致サポーター「ゆっか助っ人」の

登録促進や情報交換、関係機関との連携、研修会

等の開催を実施することとしております。 

 平成２５年度からの企業誘致等の取り組みにつ

きましては、大変厳しい経済情勢等ではございま

すが、成長戦略分野を核として、企業活動のサイ

クルに合った支援や、地場企業の育成にも視点を

置き、新しい支援制度を積極的にＰＲしながら、

雇用創出に向け、精力的に取り組んでいきたいと

考えております。 

 次に、１９ページでございます。 

 ゆっか助っ人（企業誘致サポーター)雇用創出貢

献報奨金制度でございます。現在、検討中という

ことで、案として報告をさせていただきます。 

 これは、ゆっか助っ人の情報が企業立地に結び

ついた場合、謝礼として報奨金を支給するという

ものでございます。制度概要に記載のとおり、要

件としましては、企業立地支援条例の補助制度要

件を満たす案件に限定し、進出企業の情報提供は

市外からの新設のみ、市外からの新設のみとし、

市内の増設・移転は対象外としております。 ま

た、企業との仲介、企業訪問に同行する旅費も支

給したいというふうに考えております。 
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 報奨金につきましては、操業開始後に一律

１００万円を、操業１年後に新規雇用補助の対象

者、先ほどの支援条例の制度にのっとった新規雇

用補助でございますが、これの要件に応じ、１人

に月１万円を支給することとしており、上限を

９００人雇用の場合の９００万円としております。

合計では、最高１，０００万円ということになり

ます。 

 なお、ウの予算措置につきましては、通常、情

報提供から立地までに一定期間を要することから、

情報提供の案件の立地が確実となった時点で、要

求、措置することとしております。 

 次に、企業誘致に係る企業訪問ということで、

定例の報告分でございますが、２月末までで、延

べ１０１社を訪問し、現在、１３社について立地

に向けた交渉を継続しているところでございます。 

 次に、２０ページでございます。 

 先般、２月２１日に開催いたしました企業チャ

レンジセミナーについての御報告でございます。 

 この事業は、目的にありますとおり、立地企業

等に対し研修機会の確保やビジネスマッチングに

よる企業間の相互連携や新たなビジネスの展開を

推進し、本市経済の浮揚を図ることを目的に、昨

年までの立地企業研修会にかえて、ことし初めて

開催したものでございます。 

 当日の参加者数は、１３０名で、３社の優良企

業等の表彰のほか、研修会、企業マッチングを実

施しております。企業チャレンジマッチングでは、

商品を売りたい、技術を持っているという企業と

課題解決のため、こういう商品が欲しい、技術が

欲しいという企業の商談、お見合いをさせるもの

でございます。 

 発注企業９社、受注企業７社の１６社に、マッ

チングのほうでは参加をいただきましたが、当日、

商談成立までは至らなかったものの交渉継続の企

業が半数以上となっておりまして、有効な商談会

ができたのではないかなというふうに考えており

ます。なお、このマッチングの結果につきまして

は、今後もフォローをしていきたいと考えており

ます。 

 次に、富士通インテグレーテッドマイクロテク

ノロジ株式会社の事業譲渡に伴う対応についてと

いうことで、１２月議会で報告をさせていただき

ました以降の分について御報告申し上げます。 

 なお、会社名はＦＩＭということで省略をさせ

ていただきたいと思います。 

 まず、アの対策本部会議については、１２月

２１日に第３回を開催し、取り組み状況の報告な

どを行っております。９月３日に設置いたしまし

たイのところにございます離職者地域経済支援総

合相談では、２月末現在現在で、５７件の相談を

受けているところでございます。 

 次に、２１ページでございます。 

 ②にありますとおり、２月末現在の受入意向申

し出企業数等でございますが、全体で５３社、

１７８人、うち薩摩川内市分は、３４社、

１１７人となっております。現在、このデータを

もとに③にあります「産業雇用安定センター」に

おいて、ＦＩＭ従業員への再就職支援の取り組み

についての説明会の実施や就職支援の個別面談及

び同センターへの登録の作業を行っているところ

でございます。 

 個別面談及び登録については、平成２５年２月

１９日、２１日、２６日、２８日の４日間行われ

ておりまして、全体で６９名、本市の方で３２名

が登録を済まされたと聞いております。 

 また、力に記載のとおり、これにあわせまして、

市のほうでは、社会保険労務士による特別相談会

も実施しており、３５名の方から相談があったと

ころでございます。相談内容については、社会保

険制度や雇用保険制度のことが主なものであった

ようでございます。 

 また、県においては、オに書いてございます県

特別面談会ということでで、２月２日に県庁２階

講堂で実施していただき、当日は、求人の企業

５２社が出展、参加者は１４３人あったと聞いて

おります。なお、パナソニック、ＮＥＣ、パイオ

ニア、アルバック、ヤマハ、ＦＩＭ、この関係者

は、４１人だったというふうに聞いております。 

 次に、キでございます。２２ページにかけて、

これまでの経過を掲載してございますので、こち

らのほうは御参照いただきたいと思います。 

 次に、２２ページ、その他でございます。 

 土地開発公社により進めております狸ケ宇都地

区の工業団地の造成については、１月３１日に工

事契約済みで、８月６日の完成へ向けて着工して

おります。 

 また、先ほど説明いたしました企業誘致サポー

ターの登録者数は、３３名でございます。また、

本年度、企業誘致のホームページを作成しており
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ましたが、１月１５日に運用を開始しております。 

内容については､企業誘致支援制度の紹介や用地の

情報などを掲載しておりますが、今後さらに充実

を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、２３ページでございます。 

 甑島航路関係について、４月から１月の利用者

数を記載しております。乗客数の合計は、１６万

１，８２１．５人で、対前年比９５．５％という

ふうになっております。高速船とフェリーの内訳

は御参照ください。 

 次に、平成２４年度に進めてまいりました中甑

港・手打港旅客待合所施設利活用検討状況につい

て、最終の協議が３月１９日ということで、中間

報告ということでさせていただきたいと思います。 

 まず、現状把握のために実施しましたアンケー

ト調査では、両地域とも、待合施設は活用した方

がよいという意見が９割・７割という結果となっ

ております。また、地場産品の販売施設、観光の

拠点などとして活用したいという意見が多く、ま

た、７４％の方が運営に参加したいという回答が

ございました。 

 また、開催しましたワークショップでは、各団

体に聞き取りを行いましたが、「この施設を核と

して地域の活性化を図りたい」、「商品をつくる

ことや出展は可能である」という意見が出された

一方、「運営・経営主体となることは難しい」と

いうような意見もございました。これらを踏まえ、

③の委員会のほうでは、１９日の予定まで含め

６回開催をして、利活用の方針案ということで、

施設を食事のできる施設、物産販売のできる施設、

コミュニティ施設というようなことで、活用した

いということで、地域の意見が取りまとめられる

予定となっております。 

 なお、中甑港待合所については、バスターミナ

ルとしての機能も付加したいというふうにされて

いるところでございます。 

 今回の利活用の検討から、施設の運営について

は、リーダーや運営団体をどうするかということ

が課題として出されておりますので、今後、この

ことについて検討してまいりたいというふうに考

えております。 

 次に、２４ページでございます。 

 川内港利活用関係、まず、外貿コンテナ取扱量

につきましては、歴年集計となっております。

１月、２月の取扱量が、３，０８２ＴＥＵで、対

前年同期比４３６ＴＥＵ、１１６．５％となって

おります。 

 なお、平成２４年の１年間の取扱量は、グラフ

の平成２４のところにございますとおり、１万

９，０１０ＴＥＵで、対前年比１５４％となって

おりまして、開港以来最大の伸びとなっておりま

す。 

 次に、川内港の外航船入港状況でございます。

１月、２月が２８隻、対前年比１０隻の減、

７３．７％、うち検疫対象船は１２隻、対前年比

９隻の減、５７．１％と減少しております。下の

表にありますとおり、平成２４年中は検疫対象船

舶数が１１６隻ということで、初めて１００隻を

超えましたが、ことしに入り、火力発電所の燃料

船の海外からの入港が減少しているということで、

減っているところでございます。 

 次に、２５ページでございます。 

 平成２４年度調査を行ってまいりました、コン

テナヤード移設調査業務について御報告をいたし

ます。川内港のコンテナヤードのことでございま

す。 

 目的にありますとおり、コンテナ取扱量の増加

に伴い、手狭となり、また、経年変化による老朽

化が著しい、現コンテナ埠頭である京泊埠頭の移

設の可能性を調査したものでございます。 

報告書では、急激に増加するコンテナ取扱量に

早急に対応するためには、整備済みである唐浜地

区に移設することが望ましいとの報告がなされて

おり、唐浜埠頭へ移設した場合、現コンテナヤー

ドの約２倍以上のコンテナ取り扱い能力があると

いうことの報告がされております。 

 市としましては、今後、この調査結果をもとに、

唐浜地区への移設が実現するよう、港湾管理者で

ある鹿児島県と協議、また、鹿児島県へ要望を行

っていきたいというふうに考えております。 

 以上で企業・港振興課関係所管事務分の報告を

終わります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）所管事務の報告が終わり

ました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）先ほど宮里委

員のほうからＦＩＭの土地・建物の件ですが、両

方とも一応、ＦＩＭの所有で残るということでご

ざいます。土地も建物もということになります。 

○委員（宮里兼実）それは、ＦＩＭの持ち物が、
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そのまま残ると。市に譲渡しますよとか、そうい

うことじゃなくして、もうそのまま残るというこ

と。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）ＦＩＭの所有

のままで残ります。市のほうに譲渡とか譲与とか、

そういう話は出ておりません。 

○委員（宮里兼実）まだ、ない。わかりました。 

 いいです。 

○委員（谷津由尚）済みません。そのＦＩＭの

土地の所有、建物の所有はＦＩＭということです

が、富士通株式会社じゃないんですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）グループ長の

ほうでお答えいたします。 

○企業誘致グループ長（末永知弘）富士通関

係の物件のことでございますが、土地に関しまし

ては、富士通インテグレートマイクロテクノロ

ジーの親会社であります富士通セミコンダクター

が所有をしております。建物に関しましては、富

士通インテグレートマイクロテクノロジー、いわ

ゆる入来にある工場が所有をしているということ

でございます。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）はい、その件はわかりまし

た。 

 企業誘致の件について、ことしの２月２８日現

在で１０１社の訪問をされたということなんです

が、二つあって、一つ目はこの中で、企業といっ

てもいろんな企業があるんですが、例えば、大型

ではない中規模以下の、まあ言えば商業店舗です

ね、個人レベルでもいいです。そこへの誘致目的

の訪問はされてないのかというのが１点。 

 それと、これは昨年１２月の一般質問でも言わ

せていただきましたが、大体その誘致訪問から誘

致に実際つながるのは、もう０．５％以下と考え

たときに、やっぱり年間２００社は訪問せんと、

私は不足じゃないかと思うんですが、その点につ

いてはいかがお考えかというのが２点目です。 

 それと、３点目ですけど、コンテナの取り扱い

のところで、唐浜埠頭が今後、適切であるという、

今、見解を出されてるんですが、唐浜地区が。現

時点で、コンテナのスペース上で障害が出てるの

かを３点目にお聞きします。 

 以上です。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）企業訪問のほ

うで、規模のほうはちょっと把握をしておりませ

んが、分野の内訳としては、製造業、電子部品、

食品というところが多いというようなところでご

ざいます。個人の事業所というようなところは、

余り回ってないというふうに思います。会社組織

のほうを回ってるというふうに思います。 

 それから、御指摘いただきました２００社以上

回らなければなかなか誘致には結びつかないとい

うことで、できるだけ可能な人員の中で、効率的

に回れるようにやっていきたいというふうに考え

ております。１００社回ったのも、超えたのも今

度が初めてじゃないかなというふうに考えており

ますので、２５年度、川内港のポートセールスと

か新エネの関係とか、観光とかあわせて、いかに

効率的に多くの会社を回れるかというようなこと

を考えながら、こちらの方は取り組んでいきたい

というふうに考えております。 

 それから、唐浜への移設の関係につきましては、

大体１万ＴＥＵを超える程度が今の京泊のところ

で一番動けるスペースではないかなというふうに

言われておりますけれども、１万２，０００ＴＥ

Ｕぐらい。これが今回１万９，０００ＴＥＵとい

うふうになりました。もうちょっとぎりぎりで回

しているような状況でございますので、唐浜のほ

うへ。あと、今も１万９，０００ＴＥＵというこ

とで、、空コンテナになると思うんですけど、一

部フェンス外に出してる分もございます。今の京

泊の埠頭のほうは、もう、いっぱいいっぱいとい

うことでございますので、市としてはできるだけ

早く、その２倍以上あると今回出ました唐浜埠頭

のほうに移設をしたいと考えております。 

 ただ、港湾管理者は県のほうでございますので、

こちらのほうに要望を上げていくということでし

か今のところはできないんじゃないかなと。今回

の調査結果をもとに要望をしていきたいというふ

うに考えております。 

○委員（谷津由尚）企業誘致の件は、効率よく

２５年度もやっていきたいというふうにおっしゃ

ったんですが、この企業誘致サポーターのゆっか

助っ人という方、メンバーの情報も、やっぱり活

用していただいて、ぜひ明確な、具体的な目標を

立ててほしいと思うんです。今の課長の御答弁は、

気持ちはわかるんですが、明確な、こうするんだ、

ああするんだというところまで何もないというふ

うに感じますので、ぜひ明確な行動目標を立てて

いただいて、取り組んでいただきたいと思います。 
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 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）このゆっか助っ人というの

が、これは例えば紹介して、雇用人数に対してこ

れだけのお金を報奨金として出すという内容です

ね。個人について結構大きなお金になるわけです

けれども、さっき聞けばよかったんでしょうけれ

ども、例えば、薩摩川内市出身者で、よそで事業

をされている方々というのを、そういう情報を全

部とって、そういう方々というのは、ふるさとに

対する愛着というのを持ってらっしゃいます。そ

ういう人たちが、薩摩川内市にも工場をつくりた

いという可能性って私、強いと思うんですけれど

も、そういう人たちの調査というか、これはもう

相当、情報網を広く持たないといけないと思うん

ですが、そういったことがどうなっているんでし

ょうかということです。 

 それからもう一つ、コンテナの取り扱いについ

て、コンテナを取り扱うということは、港にどん

どんコンテナがたまっていくということなんです

か。船に積んで持っていったり、船からおろした

りということであれば、港にそんな、どんどんた

まるってことにならないんじゃないかと思うんで

すが、その辺も説明いただけますか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）最初の出身者

の方々の会社とか、そういう情報を集めてという

ことでございますが、今のこのゆっか助っ人とい

うのが、基本的には出身者の方に登録をいただい

て、この方々から郷土会のいろんな方へのお話も

していただいて、そういう情報を集めようとして

いる手段でございます。 

 今回、１２月に立地協定を結ばさせていただい

た会社の社長も、本町出身でしたし、今度、近い

うちにと考えておりますところも、本市出身の方

でございます。こねとか出身者とか、そういうと

ころも、もうフルに活用しながらやっていきたい

というふうに考えております。 

 また、コンテナにつきましては、船のほうが今、

週２便ですので、週５日は船が来ないという状況

になります。その中に、コンテナを持ってくると、

どんどんコンテナはたまってくるということです。

船が着かない間にコンテナが集まって、それが船

にそのまま丸々乗り切ればいいんでしょうけれど

も、それもちょっと難しいところもあるというこ

と、そして、そのあいてる時に、コンテナをずっ

と積まなければいけないという状況であるという

ことでございます。 

 以上です。 

○議員（井上勝博）コンテナについて、どんど

んたまっていく。船が足りないからだという話な

んですが、この２万５，０００円の補助金につい

ては、船に積んだときに２万５，０００円の補助

金なんですか。それとも、持ってきたらもう２万

５，０００円なんですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）もちろん出し

たらということになります。荷を積んで出したら

ということです。そこに持ってきて、そのままで

終わるというのは、まずないと思いますので、 

荷を積んで、そのまま輸出される。もしくは、輸

入されるということになります。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で企業・港振興課を終わります。御苦労さ

までした。 

 ここで休憩いたします。 

 再開は３時１０分といたします。 

～～～～～～～～～ 

午後２時５４分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後３時０８分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）会議を再開いたします。 

────────────── 

   △観光・シティセールス課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、観光・シティセー

ルス課の審査に入ります。 

 まず、部長の概要説明を求めます。 

○商工観光部長（末永隆光）それでは、観光・

シティセールス課関係の平成２５年度施策の特徴、

概要について、御説明申し上げます。 

 平成２５年度は、一つ目に、（仮称）株式会社

観光物産協会と連携した観光誘客物産販売、二つ

目に、人材を生かした地域観光の活性化、三つ目

に、差別化したシティセールス、四つ目に観光施

設の有効活用、これら４点を中心に各種の施策を

展開してまいりたいと考えております。 

 当初予算概要の９８ページをお開きください。 

 中段のシティセールスマネジメント事業では、
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本年４月に設立予定の（仮称）株式会社観光物産

協会の運営支援を行う観光物産組織連携事業を実

施するとともに、地域活性化を図るため、ぽっち

ゃん計画２期事業として、甑島に加え、市比野や

入来麓、向田地域において、地域おこし協力隊を

配置する、ぽっちゃん計画プロジェクト事業を予

定しております。 

 下段のシティセールスプロモーション事業にお

いては、今年度に引き続き、ＡＮＡのご当地プ

レーンなどによる広告を行う、広告・メディアリ

レーション事業を実施するとともに、新規事業と

いたしまして、ぽっちゃん計画と連動した商品開

発や話題づくりを行いながら、観光物産商品の販

路拡大を行う、販路拡大推進事業を実施するもの

であります。 

 ９９ページをお開きください。 

 上段の観光誘客事業は、観光イベント事業の中

で、昨年、好評だったアクアスロン大会を開催す

るとともに、緊急経済対策として、川内駅と周辺

飲食店を対象とした川内駅イベントや、イベン

ト・大会主催者に補助する、イベント・コンベン

ション誘致事業を実施するものであります。 

 同じページの中段、物産販売事業は、こころオ

ンラインショップやＦＢ良品薩摩川内のＥコマー

ス実証実験事業を引き続き行うほか、県外の百貨

店等で催事を行う特別販売事業を予定しておりま

す。 

 同じページ下段の観光施設事業では、市が管理

する観光施設の維持管理を行うほか、新規事業と

して、待ち合い機能に加え、観光案内、物産販売

機能等を拡充するため、県から譲渡を受ける里港、

長浜港待合所の拡張、改修を行うための調査設計

を実施しようとするものであります。 

 いずれにいたしましても、新会社を中心に、

旅・食・品を絡めた観光産業を、地域内の事業者

や関係団体と連携して、育成、成長できるように

頑張ってまいりたいと思います。 

 以上でございます。よろしく御審査賜りますよ

うお願い申し上げます。 

────────────── 

△議案第３６号 薩摩川内市甑島水産観光

促進補助金に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

○委員長（佃 昌樹）それでは、議案第３６号

薩摩川内市甑島水産観光促進補助金に関する条例

の一部を改正する条例の制定についてを議題とい

たします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）お

世話になります。観光・シティセールス課です。 

 それでは、恐縮ですが、企画経済委員会の商工

観光部資料の２６ページをお開きください。 

 議案第３６号甑島水産観光促進補助に関する条

例の一部を改正する条例の制定についてでござい

ますが、この補助金につきましては、平成２２年

に制度改正を１回やっておりまして、甑島地域に

おいて、水産業及び観光業の事業を営み、または

営もうとする個人または法人に対する事業費の一

部を助成するものでございます。 

 実績といたしましては、平成２２年に１件、

２３年に１件、今年度は２件の補助金の交付をし

ておりますが、条例改正の概要といたしましては、

補助対象となる事業補助基本額の減額化を図りた

いというものです。 

 具体的な改正内容といたしましては、そこにあ

りますように、補助対象となる事業費を２００万

以上から２０万以上に、それから、補助金の額に

ついては従来どおりでございまして、事業費の

５０％、最高限度額２００万となっております。

これは、事業費の引き下げに合わせて申請書の書

類等を見直して、申請事務の簡素化も図ろうとし

ております。 

 改正に至った経緯、メリットと書いてあります

が、補助対象となる事業費を引き下げることで、

民宿経営者等の小規模な家屋の改修や設備購入が

対象となるようにしたいということで、現在、甑

島の観光客がふえておりますので、特に民宿等の

個室の鍵、トイレ改修、それから浴室の施設に関

するいろんな御意見もいただいているということ

で、もっとこの補助金を有効に使っていただこう

という趣旨でございます。 

 認めていただきましたら４月以降、各上甑島と

下甑島で、観光関係者による懇談会を開く予定で

ございますが、その場でこの制度の周知をし、お

もてなし力を一緒に向上するように、協力を求め

たいと考えております。 

 説明は以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 
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○委員（宮里兼実）民宿などの、個室、トイレ、

浴槽とか、そういうのをきれいにしてもらわない

と、若い人たちも、やはりそういうところで敬遠

する人が多いと思うんです。だから、こういうの

は、もうぜひ早く進めて、くれるわけじゃないか

ら借りたら返さないといけないわけだから、そう

いう人たちがどういうふうに判断をするかわかり

ませんけれども、やはりきれいにしていただかな

ければ、観光客も敬遠しますよということだから、

なるべく早くやってもらうようにしてください。

要望です。 

○委員長（佃 昌樹）要望です。 

 ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 これより、討論・採決を行います。討論はあり

ませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに、御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。 

────────────── 

   △議案第５９号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（佃 昌樹）次に、一般会計について、

当局の補足説明を求めます。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）そ

れでは、観光・シティセールス課の当初予算につ

きまして、御説明いたしますので、予算調書の

１７５ページをお願いいたします。 

 ５款１項１目事項名、緊急雇用創出事業臨時特

例基金事業費で、９７６万１，０００円でありま

す。これは、緊急経済対策といたしまして、旅行

商品と物産商品の情報発信、販路拡大、事業者調

整等を行う嘱託員２名の雇用と、観光宿泊者を増

加させるために、宣伝活動やパンフレット作成、

営業企画などを行う業務を、ホテル旅館組合に委

託するものです。 

 なお、財源は県の緊急雇用創出事業臨時特例基

金事業補助金を活用しますが、補助金の関係で期

間は６カ月間となっております。 

 続きまして、７款１項３目シティセールス企画

総務費は、９，５５６万円でございます。これは、

シティセールス推進に係る経費で、経費の主なも

のは、まず、これまで甑島を中心に取り組んでき

ました、ぽっちゃん計画を、本土地域、川内・市

比野・入来麓でございますが、本土地域にも広げ

るために、新たに、ぽっちゃん計画プロジェクト

事業として、三大都市圏や都市圏から移住して地

域の活性化に取り組んでもらう地域おこし協力隊

員１０名を雇用する経費を計上しております。 

 次に、地域観光活性化推進事業業務委託等

１，６７７万３，０００円。これにつきましては、

観光的な地域価値を高める仕掛けづくりといたし

まして、観光・地域づくりセミナーやワークショ

ップの開催、情報発信などを委託するものでござ

います。 

 また、ぽっちゃん計画へのアドバイス事業とい

たしまして、若年層の消費者ニーズを把握し、商

品開発や販路拡大に反映させるためのインターン

シップ受け入れ、ＡＮＡ本社での物産販売会開催

等を委託する予算を計上しております。 

 次に、「本物。の旅かごしま」を全国に向けて

ＰＲを行います、県と鹿児島市・指宿市・霧島

市・南九州市等々と一緒に、本物の旅かごしま誘

客拡大キャンペーン事業負担金１００万円、観光

かごしま大キャンペーン推進協議会負担金６３万

７，０００円、南九州市・出水市と構成する武家

屋敷観光協議会負担金２５万円、そのほか、県観

光連盟・北薩摩振興推進協議会などの５件の負担

金１４９万円を計上しております。 

 次に、観光物産協会運営支援事業補助金。これ

につきましては、新会社の運営に係る人件費等

２，９２７万３，０００円の補助金であります。 

 次に、観光振興基金積立金５万７，０００円は、

基金から生じた利子相当額を基金に積み立てるも

のでございます。 

 続きまして、予算調書の１７６ページでござい

ます。 

 ７款１項３目シティセールスプロモーション事

業費は、５，６３３万２，０００円であります。

シティセールスに関する情報発信、ＰＲ広告に係
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る経費で、経費の主なものは、観光・物産商品の

販路拡大を行うための販路拡大推進事業業務委託、

それから、観光誘客増加につなげるためのエージ

ェント・メディア招聘事業業務委託等、委託料

５件、３，９０９万２，０００円、ＡＮＡ国内旅

客機を利用したご当地プレーンなどの交通広告事

業、あと、トップセールスを含むセールス事業な

どでございます。 

 続きまして、７款１項３目観光誘客事業費は、

１億１，１５２万４，０００円であります。観光

誘客に関するＰＲ活動や体験型観光の促進、川内

大綱引等観光交流イベント補助に係る経費で、経

費の主なものは、本市への観光誘客促進を図るた

め、旅行エージェントの旅行商品造成に対する支

援を行う業務委託と、川内駅前及び甑島での観光

案内を行う観光案内所運営業務委託、また、きゃ

んぱく等の実施を委託する、きゃんぱく等観光振

興 推 進 事 業 業 務 委 託 な ど 、 委 託 料 ３ 件 、

２，６３７万５，０００円、体験型修学旅行生受

入対策に係る県教育旅行受入対策協議会負担金

５万円、川内大綱引・はんやまつり補助金などの

補助金、総計２７件、４，８１７万円であります。 

 なお、川内大綱引補助金につきましては、国指

定の無形民俗文化財指定に向けた取り組み、韓国

昌寧郡との国際交流、荒縄製作機再生に向けた川

内商工高等学校との連携等を図るために、これま

での補助金額に１００万円を増加しました

１，０００万円を計上しております。 

 続きまして、１７７ページをお開きください。

７款１項３目物産販売事業費は、４８９万円であ

ります。物産販売イベントや通販サイトの実証実

験に係る経費で、首都圏等での特産品の特別販売

の委託、こころオンラインショップやＦＢ販売良

品の運営委託を計上しております。 

 続きまして、７款１項３目観光施設費は、１億

９，１４８万７，０００円であります。観光船を

含む観光施設の管理及び設備整備に要する経費で

あり、経費の主なものは、観光船かのこの運航嘱

託員３名に係る人件費、里港・長浜港旅客待合所

に、観光案内所や物産販売スペースを設けるため

の 改 修 に 係 る 実 施 設 計 等 委 託 料 ３ 件 、

１，８７４万１，０００円、観光船・水中展望船

の 管 理 代 行 委 託 な ど に 係 る 委 託 料 ３ 件 、

１，６６４万１，０００円、寺山いこいの広場・

せんだい宇宙館・唐浜キャンプ場等の本土地域の

管 理 代 行 委 託 な ど に 係 る 委 託 料 等 ７ 件 、

７，３９２万３，０００円、 

上甑県民レクリエーション村・市の浦キャンプ場

等甑島地域の管理代行委託に係る委託料７件、

２，０１２万円、それから、とうごう五色親水公

園の木橋解体撤去・竜宮の郷大浴場ボイラー交換

工事など指定管理施設の改修等工事費５件、

２，３１３万円、加えて、先ほど、議案第３６号

で説明いたしました甑島水産観光促進補助金

２００万円などを計上しております。 

 続きまして、１７８ページをお願いいたします。 

 １１款４項その他公用・公共施設災害復旧費で

ございますが、現年公用・公共施設災害復旧事業

費は２００万円でございます。観光施設等の緊急

災害時の復旧に係る経費で、復旧のための修繕料、

工事請負費でございます。 

 ここで、商工観光部の委員会資料２７ページを

お開きください。 

 歳出の説明の中でも述べましたが、観光物産協

会の委託に関する６件の事業につきまして、そこ

に並べてございます。 

 １点目が、繰り返しになりますが、観光案内所

運営事業、２点目がきゃんぱく等観光推進事業で、

きゃんぱく新田八幡桜祭り、親善大使活動事業等

を委託するものでございます。それから、３点目

が旅行商品造成支援事業、旅行エージェント向け

の造成支援事業を委託するものです。４点目が

エージェントメディア招聘事業、５点目が販路拡

大推進事業、６点目が、これだけが補助金になり

ますが、観光物産協会運営支援事業、合わせて

１億１，６８１万５，０００円となります。 

 恐縮ですが、続きまして、歳入の説明をさせて

いただきます。 

 予算調書の４５ページをお開きください。 

 １４款１項５目使用料の商工使用料につきまし

ては、観光施設の使用料や観光施設敷地内への電

柱・電話柱設置などに伴う行政財産使用料

１，３３７万円でございます。 

 次に、４６ページでございます。 

 １６款２項１目県補助金につきましては、県北

薩地域振興局が補助するもので、川内駅イベント

事業に充当する２００万円であります。 

 次に、１７款１項１目財産運用収入の財産貸付

収入につきましては、藺牟田池売店の土地賃貸料

６万４，０００円でございます。 
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 それから、１７款１項２目財産運用収入の利子

及び配当金につきましては、観光振興基金の利息

額５万７，０００円であります。 

 １９款１項５９目基金繰入金の観光振興基金繰

入金につきましては、観光振興基金を取り崩し、

旅行商品造成事業、イベントコンベンション誘致

事業などに充当します３，３００万円であります。 

 次に、２１款５項４目雑入は、観光施設におけ

る電話・電気・水道使用に伴う実費収入や利用料

金施設において指定管理者からの施設納付金が主

なものでございます。 

 以上で、歳入についての説明を終わりますが、

続きまして、債務負担行為について説明いたしま

すので、予算に関する説明書の１５６ページをお

願いします。予算に関する説明書でございます。 

 上から３段目のせんだい宇宙館及び寺山いこい

の広場の指定管理者の指定管理料から、下から

４段目のとうごう五色親水公園の指定管理者の指

定管理料までの９件が、観光・シティセールス課

分であります。 

 いずれも、観光施設に係る指定管理料について、

債務負担行為の設定を行うものでございます。 

 最後に、ここでもう一回、委員会資料の商工観

光部の２８ページをお願いいたします。 

 観光・シティセールス課の関連事業等につきま

して、平成２１年の平成元年からの流れを、一応

ここで取りまとめたものでございます。この表の

見方は、上段の一番左にある基本視点といいます

のが、ブランドシティセールス推進計画における

基本的な視点ということで、地域経済発展と知名

度向上、市民と一体となったまちづくりに分けて

ございます。 

 それぞれの視点に対しまして、大事業の区分が

してありまして、観光誘客、施設、順不同になっ

ておりますが、観光物産販売、プロモーション事

業、マネジメント事業という構成になっておりま

す。 

 今回、提案させていただきました、それぞれの

事業についての内容は省きますが、大きな流れと

いたしまして、２５年度は、平成２６年度の高速

船甑島就航に向けての準備期間、あるいは地域経

済対策といった事業を重点的に進めるというもの

でございます。 

 大事業区分の横のほうに、番号が１から２８ま

で縦に振ってございますが、ナンバー２の観光誘

客事業につきましては、ツアーの誘致を今、進め

て お り ま す 。 ２ ３ 年 で 誘 致 し た 旅 行 客 が

１，３６１人、２４年で１，５３０人ということ

で、新年度は１，７００人台を目指したいと考え

ております。 

 それから、ナンバー３の教育旅行グリーンツー

リズムにつきましても、２３年の９２８人から、

今年度初めて１，０００人を超えまして、

１，１９３人まで来ましたので、新年度は

１，５００人以上を目指したいと考えております。 

 それから、ナンバー６のきゃんぱくにつきまし

ても、２２年から始めておりますが、２３年で

９，４７７人、２４年で９，９０６人ということ

で、新年度は１万人を超えるように頑張りたいと

思います。 

 それから、ナンバー７のアクアスロン大会につ

きましては、日本トライアスロン連合の公認大会

として、今年度開催したんですが、来年度も公認

していただけるという内定の連絡をいただいてお

りますので、できれば開催したいと考えておりま

す。 

 それから、ナンバー８の川内駅イベントにつき

ましても、新幹線の最終年に当たる時期も含めま

して、駅周辺でイベントを開催したいということ

で、これは今年度９月補正で認めていただいたも

のを新年度もお願いしたいというものでございま

す。 

 それから、ナンバー９にございます観光施設に

つきましては、２５年度の部分を見ていただきま

すと、観光ルートの、今、現況調査をしておりま

すが、新年度につきましては、予算は伴わずに、

このルートを現況調査したものを、具体的に年次

的な整備をしたいということで、計画の検討を予

定しております。 

 それから、ナンバー１２の甑待合所事業につき

ましては、新規でございますが、先ほども述べま

したように、里と長浜の待合所を県から払い下げ

を受けまして、観光案内所を入れる、あるいは物

販スペースを広げる。そういった機能を持たせる

ような調査設計を新年度で考えております。 

 それから、ナンバー１３につきましては、観光

船の事業でございますが、今年度は３，８００人

ということで、昨年度の２，５００人を大きく上

回る観光客が利用していただけましたので、引き

続きこれ以上になるように、観光船の利用促進を
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図りたいと思います。 

 ナンバー１６は、ご当地グルメ・スイーツ事業

でございますが、現在、７メニューで約１万

４，０００食のメニューを提供しておりますが、

観光客からは、まだまだ認知されてるというふう

なことでいただいていませんし、新メニューの開

発についても、引き続き取り組んでまいりたいと

考えているところでございます。 

 それから、ナンバー１７の情報発信につきまし

ては、ＷＥＢサイトの運営をしておりますが、対

２１年度比で、今年度は６倍のアクセスになって

おります。まだアクセスがふえるように考えたい

と思います。 

 ナンバー２２につきましては、セールス事業で

販路拡大事業でございます。主にこれは、新会社

に 業 務 委 託 す る 部 分 で ご ざ い ま す が 、

３，０００万円以上の売り上げが獲得・達成でき

るように、４月から、一部もう準備に入っており

ますが、セールス活動をやっていきたいというこ

とと、商品開発等についても、具体的にさらに取

り組みたいと考えております。 

 ナンバー２４の薩摩川内スピリッツのブランド

事業につきましては、非営利、それから、認定商

品、そういったものの利用促進をしておりますが、

認定商品につきまして、もっと商品数がふえるよ

うにということで、新年度、取り組もうとしてお

ります。 

 それから、２５のサポーターにつきましては、

現在４，２７８名の会員でございますが、

５，０００人を目指しまして、交流会等、活動が

活発になるようにということで、具体的な企画を

進めてまいります。 

 それから、ナンバー２７、ぽっちゃん計画事業

につきましては、入来地域、それから市比野地域

が新たに加わりますが、地域の方々と具体的に、

その活動の進め方についての意見交換を始めさせ

ていただいておりますので、その地域おこし協力

隊員が着任後、速やかに活動ができるようにとい

うことで準備を進めているところでございます。 

 このほか、４月になりますと、地域別の観光関

係者の懇談会を予定しているところでございます。 

 以上で予算に関する説明を終わります。 

 よろしく御審査を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま、当局からの説

明がありましたが、これより質疑に入ります。御

質疑願います。 

○委員（川畑善照）観光物産協会の委託は、

１億１，６８１万５，０００円になってますね。

いずれにしましても、人件費等も入っております

ので、これは将来的には経営が成り立つように、

結局、人件費の補助も入ってるようですので、経

営が成り立つような方向を何年後ぐらいを見通し

されているのか、２億円の目標が２７年度でした

ね。それと、それからもう一つは、地域おこし協

力隊員が１０人ですけれども、仕事の内容と報酬

が幾らになってるのか、お知らせください。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）観

光物産協会につきましては、本会議の中で御質問

をたくさんいただいたんですけれども、当面

２７年度、２億円の売り上げを目指してやってい

きたいと思います。 

 補助金がなくなれば、本当に自立という形にな

るんですけれども、いずれにしても、この売り上

げの目標が達成できるかどうかというところでご

ざいますし、まちづくり会社との統合の検討も進

めながらということでございますので、この１年

間、そういう検討を進めながら、早目の自立がで

きるようにというようなふうに考えているところ

です。 

 内部では、具体的に言うと、市長からは一刻も

早い自立化をということで、２８年度からは観

光・シティセールス課の職員も減らしながら、協

会が自立できればというふうに、収支の関係はま

だちょっと見通せませんが、そういった考え方で

進めたいと思います。 

 それから、地域おこし協力隊員の報酬につきま

しては、年間２００万円程度で、月額で換算しま

すと、支給額自体は１５万７，０００円でござい

ます。 

○委員（川畑善照）一応そういうことで、早い

機会に、現在のまちづくり株式会社と合流したい

ということです。まちづくり株式会社の場合も、

それぞれの独立採算になってるのかもわかりませ

んが、例えば、西口の駐車場委託も入っての経営

なのか、入れば、あそこの場合は割と人件費安く

なって済むだろうし、きやんせふるさと館の独立

採算がどうなのか、それから、ＦＭ放送の独立採

算がどうなのか、今回の会社の独立採算的な感覚

は、どう見てらっしゃるんですか。 
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○観光・シティセールス課長（古川英利）ま

ちづくり会社全体としては、黒字化ということで、

時間をかけてなられてるんですけれども、ＦＭに

つきましては、まだ始まったばかりで、とても事

業として黒字になってないと認識しております。 

 西口と「きやんせ」につきましても、ようやく

ここまで来たという、今、状況で、内部留保を物

すごく加えて、自立しているというところまでで

はなくて、とんとんというか、若干黒字になって

るというふうな認識でございます。 

○商工振興課長（宮里敏郎）ＦＭについて、事

業の収支見込みを御説明いたしますけれども、現

在１年目については、１年目、今年度です。それ

から来年度までは、事業営業利益については、ち

ょっと見込めないということでございますが、

３年目については、広告収入を入れることから、

３年目には黒字収益を目指したいということで、

一応報告は受けております。 

○委員（川畑善照）最後にします。 

 先ほども申し上げたとおり、やはり総合的にと

んとんでいけばいいんですけれども、独立採算的

な要素も十分、第３セクですので、把握されまし

て、前も言いましたけれども、６次産業を目指す

なら、まだまだ出資者を募ってもいいんじゃない

かと。農水関係、あるいは市場関係、そういうこ

とも考えて、今後のイベントにしましても、でき

るだけ自立できるようにやっていただくように意

見を申し上げておきます 

 以上です。 

○委員長（佃 昌樹）意見、要望であります。 

 ほかございませんか。 

○委員（谷津由尚）薩摩川内市観光物産協会、

いろいろ期待もあり不安もあり、今の状態にある

んですが、１点だけ、これについて、今、この

２７ページに、６項目の大きな事業でくくってあ

ります。ありますね。この六つの事業に対して、

今後、４月１日で設立されて、その詳細の事業計

画というか、この企画に対しての詳細の計画を、

この物産協会さん自身で、売り上げに直結させる

ために、詳細の作成をつくってもらわなければな

らないわけです。 

 例えば、次のページの２８、２９ページにある

ような、こういう形でつくっていただかなければ

ならんわけです。例えば、六つの大別された事業

の中で、それぞれの細かい事業を、何を、いつ、

誰が、どのようにして売り上げを幾らぐらいに見

込んでやるのかと。いつまでにやるのか、お金は

幾ら使うのか、その効果がいつごろまでにどれだ

けの効果が得られるのかという、そこまでを全部

組まないかんわけです。これは組んでほしいんで

す。これは４月１日に設立されて、それからいつ

組まれるかはわかりませんが、できるだけ早く組

んでいただかなければ困ります。 

 問題は、そこを組んでいただいた後、行政側と

して、つまり、観光・シティセールス課として、

行政のほうの動きとそこをミートさせなければい

けないわけです。そこをきっちりとやっていただ

きたいです。 

 この観光物産協会がつくられた詳細計画という

のを、まず見ていただいて、いただいたときに平

成２７年４月だと思いますが、売り上げが２億円

に、まずなっていることを確認してください。合

計金額が。効果の見込み金額が。効果の見込み金

額まで入った活動計画じゃないと意味がありませ

んので、その上で、行政としてのアクションと、

どうすり合わせていくのかという、２種類の行動

計画というのをつくっていただかないといけない

んですが、それは大体、今、思われて、いつぐら

いまでにできそうですか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）私

どもが新会社の準備を受けて担当していることも

ありまして、まず４月に株主総会をやりますが、

そこで中期経営計画と、新年度の事業計画を株主

に承認していただく手続をとります。 

 あわせて、各部、この観光物産協会の観光事業

部、あるいは、戦略営業部の目標予算と、それに

対する営業計画、このたたき台は、実はもうつく

っておりまして、取締役会、それから株主総会、

そういったもので認めていただければ、すぐかか

れるようにと考えております。それを想定して新

年度の観光・シティセールス課の体制というのも

検討を始めておりまして、市の役割といたしまし

ては、その計画に基づいて新会社が動いたときに、

同伴営業に行ったり、一番、今、課題になってお

りますのは、売るアイテムが消費者が望む商品が、

なかなかまだ集まり切れてないという部分ですの

で、地元事業者回り、それから、商品開発といっ

たのを、ぽっちゃん計画の地域おこし協力隊も含

めた形で、本庁・支所の関係課が一緒に動けるよ

うな動きで考えています。 
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 あわせて、その計画につきましては、地域ごと

の観光物産関連事業者の地域懇談会を４月にやろ

うと考えておりますので、その中でも周知しなが

ら協賛者を集めていく。協力者を集めていくとい

う手順で、今、４月、５月のスケジュールは考え

ています。 

○委員（谷津由尚）それはわかります。それは

必要です。ですから、それをやった上で、最終的

にいつまで、その事業計画、詳細の事業計画を含

めて、２億円という売り上げが見える段階まで練

り上げられますかということです。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）御

質問の趣旨をもう一回、確認させていただきます。 

 私どもが今、考えているのは、新年度事業の担

当レベルのノルマも含めては、４月にできます。

それから、中期計画で２７年度の２億円達成とい

う方針も出します。というところは、多分一緒だ

と思うんですが、２億円の達成に向けての具体的

な職員レベルのノルマ、それから営業先、そうい

ったものの絞り込みは、多分１年通して見ないと、

次期の第２期の計画の段階で、大体見えてくるん

ではないかと思います。 

 まず目指すのは、１年目３，０００万、２年目

６，０００万の売り上げをつくり出すというとこ

ろを今、準備中でございます。 

○委員（谷津由尚）そうですね。１年かかるか

２年かかるか、それをお聞きしたかったんですが、

いずれにしても、それを逆に言うと、２億円の売

り上げというのをきっちりとブレイクダウンした

事業計画に反映させるのに、この株式会社観光物

産協会さんがそれをやられるのがいつですかとい

うことです。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）

４月には中期計画を決定していただきますので、

それから事業計画までやれば、４月の第１週か

２週には株主総会ができれば、すぐ動ける状態に

なると思います。 

○委員（谷津由尚）それで、２億円が見えるの

ですか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）

２億円が見えるという、この表現が言いづらい部

分があるんですけれども、２億円を目標に、アイ

テム数、そういったものを時間をかけてそろえて

いきたいとは思います。目標２億円は組織目標と

して、中期計画の中では当然、うたわれると思い

ます。 

○委員（谷津由尚）最後にします。 

 いや、そうなんです。そこが大事だと思うんで

す、私は。もちろん、目標は２億円って、みんな

も共通の認識ですよね。ところが、それに完全に

つながった詳細の行動計画があって初めて達成で

きるものなんですよ。ですから、それはすぐには

できないと思います。恐らく１年はできんと思い

ます。ただ、１年半先なのか２年後なのか、いず

れその辺では確実につくらなければいけないんで

すね。そこのことを私は問うてるんです。 

 だから、そこまで、いつまでにそれをやろうと

されてるのかという、お気持ちですかという、そ

こを問うてます。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）ま

だ営業車両も確保できるかどうかわからない状態

なんですが、経営方針は大株主の市が基本的な方

針を出しながら、新会社で決めていくという形に

なります。市からも取締役会に二人入る予定です

ので、そういった議論は、もう４月から始めて、

具体的に数字、あるいはアクションプランで示せ

るようには、時間がかかるかもしれませんが、来

年度の２年目の２６年度予算要求のときには、当

然、問われる話だと思いますので、準備には早目

にかかりたいと思っております。 

○委員長（佃 昌樹）ちょっと整理をしたいん

ですが、新会社が設立されて４月からスタートす

る。そうすると、営業プランとか、経営プランと

か、売り上げ目標とかっていうのは、当然これは

新会社がやるべき仕事だというわけですよ。 

 しかしながら、その中期計画をしようとしてる

のは、行政主導なんですね。そこのところで、ど

っちが２億円を設定して、ロードマップをきちっ

とつくっていくのかということなんです。 

 だから、そこのところをきちんと整理していか

ないと、行政主導で２億円やと。株式会社が２億

円みずからたたき出していく、そういうロードマ

ップをつくっていくのが、まあ私どもの普通の感

覚だと思うんですが、その辺のところがきちっと、

すみ分けがなかなかされてないので、こんがらが

っているんだけれども、どうなんですかね。 

○商工観光部長（末永隆光）今、課長からるる

説明があったんですけれども、今、非常に収益基

盤が脆弱な状態でスタートをするわけです。まち

づくり薩摩川内との合併も見通しがまだはっきり
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しません。そういう中で、物販にしても今年度や

った実績が１，３００万円しかないわけで、

３，０００万円を目標にしてるんですけれども、

そういったものの実際の数字を見ながら、それと、

いつ合併するかというところがはっきり見渡せな

いことには、なかなか今、谷津副委員長が言われ

るようなことは、ちょっと数字的なものを、具体

的に出せないのかなと思いますので、その合併ま

では、やっぱり行政主導で行くべきであるのかな

というふうに感じております。 

○委員（谷津由尚）じゃないと思います、私は。

私が言いたかったのは、あくまで２億円の売り上

げの計画をつくるのは彼らです。会社です。行政

がつくるんじゃないです。行政はそこに一歩も踏

み込んだらいかんのです、逆に言うたら。 

 ただ、行政の立場としては、それを彼らがいつ

までに明確につくって、それを行政が見て、「あ、

これなら行けそうだな」と、その上で行政のアク

ション・サポートプランをつくっていくという、

それが行政の仕事なんですね。そういう意味で、

どこでリンクさせるんですか、どこでミートさせ

るんですかという私の質問なんです。 

 逆に言うと、彼らが２億円の売り上げをいつま

でにどうこうしますよという詳細の計画ができな

いと、私は行政としては、何一つ動きができんと

思いますよ。そこを明確にしたかったので、先ほ

どからこういうふうに言わせてもらっています。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）全

く新しい会社だったらそうなりますが、行政が今

まで販路開拓に取り組んできました。実際、口座

もできてます。それを引き継ぎながら広げる必要

があるので、出資者として、こういう２億円を目

指してやってくれという手続をします。それで、

新会社のほうで中期計画を立てて、事業計画を立

てられます。 

 ですので、全く今からゼロで販路開拓するんで

はなくて、今まで積み重ねた経験をうまく引き継

ぎたいという意味で、私どもはそういう話をさせ

ていただきました。 

 どこが主体かというと、新会社でございます。 

○委員長（佃 昌樹）今ので大体わかった、今。 

○委員（宮里兼実）もう半分あきれてますけど、

この前、質問したときに、私は急ぐべきではない

と。何でそんなに急いでやらないかんかと言うた

ときに、市長は、「早うせえ、早うせえ」って言

われるって、誰が「早うせないかん、早うせない

かん」って言ったのか。それで、これだけいろい

ろ谷津委員にしても一緒なんですけど、これはも

う、株式会社をつけなければよかったんですよ。

だから、やはり株式会社となると、私の考えと谷

津委員の考えは一緒なんですけれどもう株式会社

としての中身が全く、民間企業から言わせますと、

全く株式会社は、ただ名前だけの意味をなさない

株式会社。そんなんだったら株式会社をつけんで

おけばよかったんですよ。 

 そうすると、やっぱり今、谷津委員も言われた

ように、どっちが先かと。どっちが主導権を握る

のかと。まだ取締役も決まってない、社長も決ま

ってないわけでしょう。誰か決まってるわけです

か。 

 そういった中で、人件費にしても２，９００万

円、３，０００万円近く税金を投入するわけです

わね。普通、会社を立ち上げた企業にしてみれば、

どこも税金を補助してくれるところはないですよ。

それを立ち上げた会社が一から十まで、それは借

金もするかもしれないけど、そうして会社を起こ

して、営業して、利益を上げていくわけですから。 

 だから、そういうところが、何となくこう、ア

ンバランスというか、幽霊みたいな、それこそ幽

霊株式会社みたいな感じがしてならないんだけれ

どもうこうなった以上は、さっきも言うたように、

頑張ってくださいよと。余り税金を投入しないよ

うに１年でも早く利益が上がるような方法を、余

り税金をちらつかせないように、社員が、会社が

気張って利益を上げなさいと。税金を当てにする

なと。恐らく当てにした株式会社になってくると

思いますけど、私は。 

 ２６年度が、さっきも部長が言われたように、

２６年度を期待しておりますので、頑張ってくだ

さいと言うわけじゃのうて、会社に頑張ってくだ

さいと、一応、もう余り期待はしないけど、頑張

ってください。 

○委員長（佃 昌樹）要望として受けとめてく

ださい。 

○委員（川畑善照）要は、結局、議会も離れる、

市のとにかく役員にかかわってくるわけです。で

すから、代表取締役にしても何にしても、もう役

員にかかわってきて、会社自体が我々の目から届

かなくなってくるのも事実なんですよ。 

 だから、そこで皆、心配しているんですが、例
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えば、これも小さな問題です。例えば物産の納入

業者会をつくると言われましたよね。そんなこと

も言われました。これも公募されるのか、例えば、

まちづくり薩摩川内の、あそこの店舗の中でも、

市外が安くて市内が高いという例もあります。前

もそれは議論になりました、あれができたときに。 

 そして、今度できた場合に、例えば、土産物屋

がどっと入ってきますよ。それで、入れないとい

うわけにはいかないと思うんですよ。だけど、そ

こに差があるのか、もう小さな問題ですけれども、

やはり市内を、入札と一緒ですけれども、市内を

つぶすようなことになる会社になってほしくない

なと。それだけは現実だと思うんですよ。市内が

生きていくような、市民が、業者が生きていくよ

うな、やはり市内の業者を大切にして、市外はち

ょっと厳しくなるというか、これは事実だと思い

ますよ。そうしなければ、会社だけが成り立って、

それでいいかというと、やっぱり今の建設なんか

の入札も一緒ですから、そういうことを考えたと

きに、もうここで離れてしまうもんだから、みん

な心配して言ってることだと思います。 

 私が意見として申し上げたいのは、やはり市内

の業者を大切にしていただきたい。それだけです。 

○委員長（佃 昌樹）意見・要望であります。 

 ほかございませんか。 

○委員（帯田裕達）設立年月日は２５年４月

１日で今のところ変わりないんでしょうか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）は

い、変わりません。 

○委員（帯田裕達）取締役の公募が、多分始ま

ると思うんですけれどもちろん最終本会議があっ

た後でなければできないのかと思うんですが、も

う併用してやられるわけですか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）取

締役も社員も含めて、予算成立が条件で、今、公

募をさせていただいているところです。 

 取締役につきましても、社員も、きょうが一応

締め切りで、取締役に関しましては３件問い合わ

せがありまして、具体的にきょうお一人持ってこ

られました。それから、社員につきましては、公

募枠８人に対して１８人の、今、応募が来ており

ます。 

○委員（帯田裕達）４月１日に設立されるわけ

ですね。市からの受託の分は、今まで観光協会が

ＮＰＯをやってた部分は、もう例えば半年先の部

分も、もう準備をしなければならない時期だと思

いますので、私はやはり、新しい新会社の、もち

ろん取締役が一番重要、社長も重要ですけど、そ

の社員の方々が、やはりそういう皆さんと一緒の

気持ちで本当にやれるのか、そこをちょっと心配

してるんですけど、そこへの周知徹底はどうでし

ょう。社員教育です。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）新

しく社長になられる方の裁量によるところが大き

いと思っておりますので、我々も十分なサポート

はしていきたいと思っております。 

○委員（森永靖子）あるお店に買い物に行きま

したら、「これとってもおいしいんですよ。今、

東京でどんどん売れてるんですよ」って言われま

した。「どんどん売りに行ってくれてるんです」

というふうに言われました。どんどん売りに行っ

て、「どこが売りに行ってくれてるんですか」と

聞いたら、行政のほうで売りに行ってくれてるん

だというふうに聞きました。 

 例えば、どんどん売れてて、つくってるお店の

人たちは、行かれるのかどうかわかりませんけど、

売って、東京のほうで、その売り先のどういう状

況なのかなども、しっかり把握して、意見を聞い

て来られるのかわかりませんけれどもう商品をつ

くるだけというお店と、売りに行ってるところと

違うのかなと思ったりしたときに、けさの新聞じ

ゃないですが、つくって売りたい商品をお店の人

はどう考えておられるのか、売れる商品はどうな

のかという、けさ、新聞を読んでわかったんです。 

 売れる商品をつくってほしいと思うときに、や

はり売りに行った側、つくる側、これからどんど

んいろんなところで、市内外に売り込みに出られ

るでしょうけど、その辺、つくりたい商品、売れ

る商品は別だということを教えていただいたんで

すが、どのようにお考えでしょうか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）共

通するのは、お客様が評価するかどうかというと

ころでありまして、売れる商品をつくったつもり

でも全然評価されない商品もあります。それにめ

げずに何回もチャレンジしようとする事業者さん

の努力というところが大きい要素ですので、地域

商社として新会社が、これまでも我々もやってま

すけれども、預かって売るということだけじゃな

くて、生産してる方が直接見にこられたりもしま

す。実際、売り場に立ったりという。そういう商
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品は伸びていきますので、そういった事業者さん

を１者でも多くするのが、新会社の役割だという

ふうに思っているところです。 

○委員（森永靖子）そこのお店の方々も話をさ

れまして、全くそのとおりだというふうに思いま

すので、お互いにその辺を共有しながら、売れる

商品をつくっていってほしいと思います。その後

が行政の後押しかなというように思いますので、

よろしくお願いします。 

○委員長（佃 昌樹）意見であります。 

 委員の方、ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）次に、委員外議員の発言

を許します。 

○議員（成川幸太郎）一般質問のときに確認し

損なった分がありますので、確認させてください。 

 ２月１日の説明のときに、今、観光協会に出し

て６，０００万円ほどの補助をしてると。特産品

協会と合わせると、ほぼ１億円の補助を市からし

てるんだということでした。 

 今回、ヒアリング等、話をさせてもらってる中

で、こういった受託事業も含めた補助だったとい

うことなんですが、これまで１億円の補助できた

のが、今回１億１，６８０万円になってます。

２月１日のときにも、これまで観光協会やらに、

市が補助するような形ではいけないと。財政負担

を軽くするためにやっていくんだというふうに言

われたんですが、今回は１億円相当から約１億

２，０００万円にふえるということでよろしいん

ですね。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）ち

ょっと数字が違うんですが、２４年度でいいます

と、観光協会に６，０７５万５，０００円、特産

品協会に２５０万円ですので、約６，３００万円、

これが１億２，０００万円になるという。 

○議員（成川幸太郎）じゃあ、これを市の補助

を軽減するために、株式会社にして自立してもら

うということだったんですけれども、これが、じ

ゃあ、従来どおりになるのが何年ぐらいなのか、

ここら辺もはっきりと明示していただきたいとい

うふうに思います。よろしくお願いします。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）本

会議のときも市長が申したとおり、早く従来の

６，０００万円を切る、あるいは半分になる、

３，０００万円になるという形にしたいんですが、

新年度でまちづくり会社の統合の検討も進めます。 

 その中で、いつごろこれが回収するかというの

が、はっきり見えてくると。先ほどの２億円もそ

うなんですけれども。ただ、当面、まちづくり会

社の統合が行くか行かないかというのもあります。

そういう中では、２７年度２億円達成、物販と観

光の売り上げだけで１億２，０００万円の達成と

いうところを早期に実現して、補助金の今、約

３，０００万円が、あの表の一番下にありました

けれども、これが、まずはなくならないと、総体

が減ることになりませんので、そこから入りたい

と思います。 

○議員（井上勝博）今までの議論とまた全然別

なんですけれども、今度、情報政策課のほうで公

衆無線ＬＡＮの整備事業が行われて、公共施設に

無線ＬＡＮスポットをつくると。これは目的とし

ては、市民や観光客の利便性の向上を図るためと

いうようなことも書いてあるんですが、どこかの

課も実際やってるんじゃないかと思うんですけど

ね、例えば、観光案内をするのに、例えば動画で

観光客や、もしくは市民がどんどん外に発信する

というふうにすれば、非常に経費も少なく、そし

て、薩摩川内市をどんどんアピールできるという

ふうになると思うんです。 

 この今度の整備事業案、公共施設や支所なんか

になってるんですが、やっぱり観光スポットを紹

介できるような、そういうＬＡＮスポットという

のをつくって、それを発展させていけば、例えば、

優秀な動画というか、魅力を伝える動画について

は、市のほうで検証するとか、そんなふうにして

いけば、おもしろい展開ができるんじゃないかな

と思うんですが、ちょっと提案なんですけど、ど

うお考えでしょうか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）情

報政策課の予算は、済みません、よくわかってな

いんですが、ただ、今おっしゃった観光先でいろ

んな情報をアップして、投稿して、それを多くの

人が見て、魅力を伝えたり、あるいは観光誘客に

つなげたらどうかという御提案だと思います。 

 もう、おっしゃるとおりだと思っておりまして、

実は今年度も一部ちょっと実験的なことをやりま

した。何でやったかといいますと、フェイスブッ

クを使いまして、インターンシップで来てる学生

が、そこで写真を撮って、あるいは動画を撮って

投稿して、フェイスブックの友達に見てもらうと
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いうようなことをやりましたが、そういうやり方

は、ＧＰＳ、位置情報システムを利用した投稿も

含めて、今、他の市町村でもやろうとしています

ので、ぜひ取り組みたいと思います。 

 ただ、井上議員がおっしゃるように、Ｗｉ‐Ｆｉっ

ていう無線の基地も含めて、そういった整備を観

光スポットでできるかどうかというのは、ちょっ

とまた確認をさせていただきたいと思います。 

 必要性は十分理解しています。 

○議員（井上勝博）写真もいっぱい見られると

思うんですが、動画というのはすごく魅力があっ

て、例えば、大綱引きの迫力が伝わったりとか、

それから、寺山なんかの非常にのどかな感じが伝

わったりとか、そういう利点があると思うので、

これはどんどん生かしていただきたいなというふ

うに思います。 

○委員長（佃 昌樹）要望であります。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、議案第５９号平成２５年度薩摩川内市

一般会計予算のうち本委員会付託分について、質

疑は全て終了しましたので、これより、討論・採

決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに、御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をしました。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局からの説明を求めます。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）企

画経済委員会の商工観光部の資料の３０ページを

お願いいたします。 

 まず１点目に、主要な観光統計でございますが、

川内駅と甑島商船の旅行会社経由の乗船者数、い

ずれも対前年の同月比で１．０倍でございます。

また、観光宿泊者数につきましては、１２月まで

のデータで、対前年度比０．７９ということで、

特に川内地域では０．７倍という状態でございま

す。 

 それから、具体的な取り組みにつきまして、観

光誘客につきましては、旅行ツアーの旅行商品造

成事業が１，５３０人の受け入れ見込みで、対前

年比よりも増加する見込みでございます。 

 それから、甑島のモニターツアーを現在実施し

ておりますが、１３ツアー中、定員に満たなかっ

たのは一つだけという状況で、好評でございます。

予定では今月２０日まで実施予定でございます。 

 それから、３１ページのイベントコンベンショ

ンにつきましては、これまで１０イベント、延べ

１，９１８人宿泊を確保してございます。 

 それから、観光ガイドにつきましては、ふるさ

と案内人の会、甑島の案内人の会ですが、

１７０回の活動をされているところです。 

 それから、ツーリズムに関しまして、甑島のブ

ルーツーリズム協会の方々が、本日から岡山のほ

うに営業に行かれておりますが、今年度は１２月

議会でも報告しましたように、初めての修学旅行

の受け入れができたということで、来年度にまた

新たな学校に来ていただけないかということの営

業をされているところでございます。 

 地域観光といたしましては、川内高城温泉で、

商工会主催の高城温泉地区の振興策の意見交換会

が１月１７日に、それから、市比野温泉において

は１月１９日から、きゃんぱくのコラボ企画とい

うことで、福岡の女性のモニターツアーをいたし

まして、「女子力アップ計画。恋するレトロ浪漫

ツアー」を実施しております。 

 めくっていただきまして、３２ページの入来麓

地区につきましても、出水市と南さつま市と一緒

に武家屋敷観光協議会を発足させていますが、そ

の事業でモニターツアーを１月１２日と１９日両

日開催してございます。 

 それから、３４ページをお願いいたします。 

 物産販売につきましては、２月に伊勢丹大九州

展、それから、２月２０日からＡＮＡマルシェと

いうことで羽田空港等でキャビンアテンダントの

方々に試食販売、あるいは、こちらから持って行

ったものの実演販売等を実施しているところでご

ざいます。伊勢丹の売り上げが１週間で４５０万

円でございました。 

 それから、そのほか、販売促進ビジネスマッチ

ングにつきましては、ロッテのオープン戦に伴う
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物産販売を２店舗でさせていただいているところ

です。フェイスブックとこころオンラインショッ

プの通販につきましては、苦戦しておりますので、

新年度また体制も変えて実施してまいりたいと思

います。 

 それから、ご当地のグルメ・スイーツにつきま

しては、アオサらーめんが、④にありますが、Ｓ

ｈｏｗ－１グランプリ中央大会が１１月から、

２月に本大会ということであったんですが、４位

となっております。２日で２，３００食販売でき

ております。 

 それから、（３）の観光施設の宿泊施設につい

て、いこいの村の関係で御説明させていただきた

いことがございます。 

 同じ資料の４７ページ、最後のページをお願い

いたします。 

 いこいの村いむた池につきましては、１月

２５日までに民間譲渡に係る公募をしておりまし

て、１社応募がございましたが、この２月１８日

に選定委員会を開催し、地元の方も含めたヒアリ

ング等を行い、その後、財務審査等を行っており

ましたが、結果的に３月６日に不選定の通知をさ

せていただいたところです。 

 今後につきましては、財団の解散時期を３月

３１日から、３点目でございますが、６月３０日

以降に変更いたしまして、再公募をしたいという

ことで、今、再公募の募集条件の整理、検討を進

めておりますので、本会議の最終日までには報告

ができるように、方向性、今、急ピッチで作業を

しておりますので、再公募させていただきたい方

向で、今、整理をしているところでございます。 

 選ばれなかった理由につきましては、経営の継

続性について、相手方と折り合わない部分もござ

いまして、不選定とさせていただいたところでご

ざいます。 

 取り組み状況ですが、３５ページに返っていた

だきまして、道の駅樋脇「遊湯館」につきまして

は、１月時点で同年同月比の約１．０倍でござい

ます。 

 里港と長浜港の待合所につきましては、先ほど

説明しましたとおり、４月１日付で市の施設で譲

渡を受ける予定でございます。 

 それから、３７ページでございますが、セール

ス事業のホテル・旅館のプロモーションにつきま

しては、ホテル旅館組合に委託をしまして、関係

社員の方々に集まっていただいた、おもてなしセ

ミナーの実施、それから、勉強会等を実施しまし

て、ホテル・旅館独自の観光誘客宣伝のセールス

をやろうとしているところでございます。こうい

う取り組みにつきましても、市も同伴いたしまし

て、相手方に一緒に売り込みをさせていただいて

いるところでございます。 

 最後に、３８ページでございます。ぽっちゃん

計画の関係で、商品開発だけ出なくて、セミナー

事業も実施しておりましたが、今年度２年目にな

ったんですが、２４年度の参加者が１０のプログ

ラムで４１８名の参加がございました。 

 取り組み状況についての報告は以上でございま

す。よろしく御審査賜りますようお願いいたしま

す。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま所管事務調査に

かかわる当局の説明がありましたが、これより質

疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（宮里兼実）いこいの村の、また公募の

件ですが、何か条件が非常に厳しかったというこ

とで、最終的には１社しかなかったということで

したけれども、その公募には、地元の何社かの企

業もあったと聞いてるんですが、条件を再公募す

るためには、ちょっとまた考え直して、もうちょ

っと、やわらかく条件をして、公募する考えなの

か。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）条

件を変えていきたいというふうには考えていると

ころです。問い合わせがあって、実際、応募され

なかった方のヒアリング等、これから応募してい

ただけるんじゃないかというところの営業じゃな

いんですけれども、そういったところのヒアリン

グ調査を、今やっておりまして、そういう声をち

ょっと総合的に勘案して、基本はあそこで宿泊施

設、いい施設があるので、それをできるだけ継続

させたいという思いで、できるだけ長く観光地が

生かせるようにという考え方で、今ちょっと条件

の整理をしているところでございます。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（井上勝博）議運のときも言ったことな

んですが、やっぱり一番心配されるのは、この、

いこいの村のことなんですが、最初は無償譲渡で
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請け負ったんだけど、二、三年か、何年かした後

に破綻して、そして、できなくなっちゃったと。

その際に、もう無償譲渡しちゃったから、建物は

市のものじゃないから、そのまま、いわばずっと

残されるという状況になって、藺牟田池という観

光施設の中で、そういう人も何も入らない建物が

残るというような、その危険性がないかというこ

とが一番心配なんですが、そこら辺どうなんでし

ょうか。 

────────────── 

   △閉  会 

○委員長（佃 昌樹）以上で企画経済委員会を

閉会します。 

 皆様、大変お疲れさまでございました。 

 終わります。 

 

○観光・シティセールス課長（古川英利）危

険性が全くゼロかというと、ゼロではなくて、あ

ると思いますが、そういったことにならないよう

に、できるだけ有利な条件と、それから、契約の

中でそういうのをどうやって防ぐかというところ

を今、そういうことも含めて検討させていただい

ているところです。 

○委員長（佃 昌樹）ほかありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）以上で観光・シティセー

ルス課を終わります。御苦労さまでした。 

 当局は長時間、御苦労さまでありました。 

────────────── 

△委員会報告書の取扱い 

○委員長（佃 昌樹）以上で、日程の全てを終

わりましたが、委員会報告書の取りまとめについ

ては、委員長に御一任いただくことに、御異議ご

ざいませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議なしと認めます。 

 よって、そのように取り扱いをします。 

────────────── 

   △閉会中の継続調査及び委員派遣 

○委員長（佃 昌樹）それでは、閉会中の継続

調査について、お諮りします。 

 今、ちょっと配ってるんですが、お手元に配付

のとおり、閉会中の継続調査を議長に申し出るこ

ととし、閉会中に委員派遣を行う場合は、その手

続を委員長に御一任いただきたいと思いますが、

そのように取り扱うことに御異議はございません

か。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないというふうに

承ります。 

 調査事項については、１３項目ありますので、

後ほどきちっと御確認を願いたいと思います。 
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閉会中の継続調査について 

企 画 経 済 委 員 会 

（調査事項） 

１ 企画・情報政策について 

２ 行政改革について 

３ 地区コミュニティについて 

４ 男女共同参画について 

５ 広聴・広報政策について 

６ 商工業振興について 

７ 甑島航路・交通運輸について 

８ 企業・港湾振興について 

９ シティセールス・観光政策について 

10 農業・畜産振興について 

11 林務・水産振興について 

12 農業・農村基盤整備について 

13 地域振興施策について 
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